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評価調査結果要約表 

１．案件の概要 

国名：ガボン共和国 案件名：野生生物と人間の共生を通じた熱帯林の生物

多様性保全プロジェクト（PROCOBHA） 
分野: 環境・エネルギー（領域非特定） 援助形態：地球規模課題対応国際科学技術協力

（SATREPS） 
所轄部署：地球環境部 森林・自然環境保全第 2

課 
協力金額（評価時点）： 
JICA：531,572 千円（終了時評価時点での予定） 

協力期間 （R/D）：2009 年 9 月 9 日～2014 年

9 月 8 日（5 年間） 
先方関係機関: 熱帯生態研究所（IRET）、国立科学技術

研究センター（CENAREST）、国立公園庁（ANPN） 
（延長）： 日本側協力機関: 京都大学、中部学院大学、山口大学、

鹿児島大学、京都府立大学、科学技術振興機構（JST） 

（フォローアップ）： 他の関連協力: なし 
１－１ 協力の背景 

アフリカ中央部に位置するコンゴ盆地地域は、アマゾンに次ぐ世界第 2 位の広さの熱帯林を有する生

物多様性に富んだ地域である。なかでも本プロジェクトの対象国であるガボン共和国（以下、「ガボン」

と記す）はコンゴ盆地の中でも特に高い森林率を有し、生物多様性が高く、多くの固有種が生息する地

域として知られている。しかしながら、世界の熱帯林では農地への転換、焼き畑や薪炭材の伐採などの

過剰な利用、プランテーションへの転換などの人間活動を主な要因とした森林の減少が危惧されており、

世界自然保護基金（WWF）では 2040 年までに、熱帯林面積の 70%が失われると警告している1。また熱

帯林は生物多様性の高い地域であるが、その消失は住処や採食の場を提供している多くの生物種の存続

をも危うくしている。このような状況のもと、ガボン政府は、2002 年に国土の 10%以上を占める地域を

13 の国立公園に指定するなど、自国の豊かな生態系保全に取り組んでいる。また国立公園を適正に管理

し、生物多様性の保全を進めるにあたり、エコツーリズムの推進を重要視しており、非政府組織（NGO）

等の国立公園におけるエコツーリズム導入を支援している。  
しかしながら、保全の対象となる熱帯林生態系についての科学的データは必ずしも十分に収集･分析さ

れておらず、効果的に保全活動を実施するうえでの課題となっている。また、人間と野生生物の接触で

発生する人獣共通感染症等への対策を含め、エコツーリズムの適正な導入のための科学的知見の蓄積が

必要である。そこで、気候変動対策としての森林保全や生物多様性保全の観点から、当該地域の森林･生

態系保全の強化のために科学的な研究を実施し、具体的かつ効果的な実施可能な方法論を構築し、コミ

ュニティベースのエコツアーを通した持続的な生物多様性管理を実現することが強く求められていた。 
そのような中、京都大学は、アフリカの熱帯林に生息する類人猿などの霊長類に関する研究に 1950 年

代から取り組み、アフリカ諸国における保護区や国立公園の設立や管理に深く関与してきた。ガボンに

おいては、CENAREST の傘下にある IRET と締結した研究協約書に基づき、上述の 13 の国立公園の 1 つ

で、ゴリラをはじめとする大型霊長類の貴重な生息地として知られるムカラバ・ドゥドゥ国立公園

（PNMD）において霊長類の社会生態学的研究等を実施し、貴重な研究成果を残している。 
エコツアーにおいて大型霊長類は シンボルとして重要な意味を持ち、東アフリカではヒガシゴリラを

観察するエコツアーがルワンダ、コンゴ民主共和国、ウガンダなどで行われている。これらのツアーで

は環境や野生生物を守るため、一人あたりの客単価を高く設定することにより、参加人員を絞り込む方

法を取っているが、それでも、多くの観光客がツアーに参加しているのは、ゴリラを自然環境下で観察

することに価値が見出されているからである。この意味でムカラバ・ドゥドゥ国立公園においてゴリラ

の観察ができることは、エコツアーを成功させるうえで非常に大きな意味を有している。 

                                                   
1 http://www.wwf.org.uk/how_you_can_help/campaign_with_us/forest_campaign/helping_protect_central_africas_forests.cfm（2015 年 6
月 12 日アクセス） 
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本プロジェクトは、IRET をカウンターパート（C/P）機関とし、京都大学が日本側研究代表機関とな

って、科学的データに基づく住民参加型生物多様性持続的管理手法の提案を目的とした SATREPS プロジ

ェクトとして形成された。2009 年 8 月 19 日にガボンとの間で討議議事録（R/D）の署名を行い、2009 年

9 月から 2014 年 9 月までの 5 年間の予定で、独立行政法人国際協力機構（JICA）と JST の支援によりプ

ロジェクトが開始された。プロジェクト終了約 5 カ月前に、R/D の第 5 項にある通り、日本側及びガボ

ン側と合同で終了時評価調査が実施され、最後に合同終了時評価報告書に署名した。 
 
１－２ 協力内容 

(1) 協力期間 
2009 年 9 月 ～ 2014 年 9 月 (5 年間) 

(2) 対象地 
ムカラバ・ドゥドゥ国立公園（PNMD）内及び周辺地域（ドゥサラ村、コンジ村、ブング村） 

(3) ターゲットグループ 
IRET 職員と地元コミュニティ 

(4) プロジェクト目標 
科学的データに基づき住民参加による生物多様性の持続的管理手法が提案される。 

(5) 成果 
1：PNMD における優先的に保全すべき、生物種、生息地、生態系が明らかになる。  
2：科学的データに基づき人間と大型哺乳類、特に霊長類との安全な接触方法が提案される。  
3：特に霊長類の観察を目的としたエコツーリズムに必要な科学的手法が開発される。  
4：生物多様性保全に関する地域住民の能力が強化される。  

 
１－３ 投入（終了時評価調査時点） 
日本側 
 予算: 約 531,572 千円（JICA 支出分） 
 合計約 210 MM の日本人専門家の派遣: 
 日本人専門家 約 134 人月（MM） 
 業務調整 約 54 MM 
 4 名の日本人建設専門家の追加派遣 約 6 MM 
 JST による日本人専門家派遣 約 16 MM 

 合計約 28 MM の追加の日本人専門家の派遣〔JICA や JST 以外の資金（主に日本学術振興会の科学

研究費助成事業など）〕 
 在外事業強化費：約 9 億 2 千 4 百万セーファーフラン（建設コンサルタント契約費用、建設業者

契約費用、資機材購入費、その他経費） 
 本邦研修: 8 名、更に 6 名のガボン人関係者が JST や京都大学の支援を受けて来日 

相手国側 
 プロジェクト・ディレクター（PD）とプロジェクト・マネージャー（PM）/ナショナル・コーディ

ネーター（NC）の任命、C/P の任命 
 プロジェクト執務室（首都と現場）の提供、実験室スペースの提供 
 ローカルコスト：約 800 万セーファーフランを拠出  

２．評価調査団の概要 
調査者 日本側メンバー: 

JICA チーム 
氏名 分野 所属 

五関一博 団長 JICA 地球環境部 技術審議役 
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深澤晋作 協力企画 JICA 地球環境部  森林・自然環境保全第二課

辻新一郎 評価・分析 日本工営株式会社 環境技術部 参事 
新谷雅徳 エコツアー手法評価 一般社団法人エコロジック 代表 
平松直子 通訳 日本国際協力センター（JICE） 
JST チーム 

氏名 所属 
井上幸太郎 JST 上席フェロー 
高橋美穂 JST 調査員 

 
ガボン側 

氏名 所属 
Dr. Paulin Kialo Researcher, IRSH2, CENAREST 
Mr. Christian 
Johnson-Ogoula 

Deputy Technical Director, ANPN 

Dr. Raymonde Mboma Researcher, IRET, CENAREST 
 

調査の期間 2014 年 4 月 6 日～5 月 2 日 評価の種類: 終了時評価 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 
投入 
 1 人目の日本人業務調整員の派遣の遅れ、一部の供与資機材については輸入せざるを得なかった等、

一部の投入に遅れが生じたものの、全体として投入は計画通りであった。ガボン側の NC の突然の死亡

により、後任の人選までに 1 年間不在の時期があった。バギーやカメラトラップなど、一部の供与・携

行資機材が故障した状態であるが、日本側が提供した機材や車両、施設はおおむね適正に活用されて維

持管理されていた。したがって、投入の実績は全体的に中程度と評価した。 
 
成果 1 
 生態系マップの作成に必要なデータや資料は既に用意され、終了時評価時点では生態系マップは作成

中であった。成果 1 が達成される可能性は高い。 
 
成果 2 
 人獣の安全な接触方法に関する報告書に必要な確固としたデータや調査結果を準備し、関係機関の代

表者が構成する研究グループに対して発表した。方法論を総括した報告書や接触マニュアルは、国際自

然保護連合（IUCN）などの国際的な指針を参照してほぼ完成しており、成果 2 が達成される可能性は

高い。 
 
成果 3 
 確固たる科学的データをもとに、特に野生の霊長類の観察マニュアルを作成中で、「成果 2」の人獣安

全接触法マニュアルと統合する形でプロジェクト期間中に完成する予定である。新しいゴリラ群（グル

ープ 8）の人付けは、プロジェクト終了後 2 年から 4 年以内に完了することが期待されている。成果 3
の達成度は中程度である。 

 
成果 4 
 プロジェクト参加者を含む地域住民からの聞き取りにより、対象村落におけるプロジェクト活動によ

                                                  
2 人文科学研究所 
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り、周辺環境の自然の価値に関する住民の意識が高まったことが確認された。エコツアーや環境教育の

拠点機能も有するリサーチステーションが未完成のため、予定していた環境教育活動が完全には実施さ

れなかったが、プロジェクトが住民から選定して養成したローカルスペシャリストを通じて、違法な狩

猟や自然資源の過剰利用に対する、住民の環境意識が高まったことが聞き取り調査により確認された。

その結果、野生動物による農地での食害に対処するため、共同農場を作り被害者への支援を行う制度を

作るなど野生動物と敵対するのではなく、共存し、新たな資源として活用することを住民自身が模索し

はじめていることが確認された。7 名のローカルスペシャリストが適正に訓練され、野生生物の追跡技

術を習得した。一方、終了時評価調査時に、外部からの援助に対する住民の過度な依存が見受けられた。

全体として、成果 4 の達成度は中程度である。 
 
プロジェクト目標  
 プロジェクトが採用して研究したアプローチや方法論はほぼ出そろっており、住民参加型による生物

多様性保全のために管理手法として取りまとめられて提案される予定である。いつどのようにそれがさ

れるかは、終了時評価時点ではやや不透明であった。また、PNMD におけるエコツーリズム振興と生物

多様性保全に関する基本理念、長期的ビジョンとして「PROCOBHA Perspective」がガボン側関係者であ

る IRET、ANPN、PROGRAM と共に取りまとめられ、地域住民と共有される準備が進んでいる。した

がって、プロジェクト目標の全体的な達成度はほぼ計画通りである。 
 
３－２ 評価結果 
妥当性： 高い 
プロジェクト以前は PNMD の主要な生態系メカニズムは未知であった。これらを明らかにするため

にはフィールド調査や先進科学技術を駆使したデータ分析、科学的計画策定や事業実施などに関する技

術と経験を有した人材が必要であり、ニーズと合致している。 
エコツーリズムが推進されるにしたがい、抗生物質抵抗性バクテリアや寄生虫によって人獣共通感染

症の危険性は高まる。また、研究用と観光用のゴリラの人付けを分けて実施する必要があった。ゴリラ

の人付けなどのエコツーリズム開発に対する支援を必要としており、プロジェクトはこうした必要性に

対処した。 
プロジェクトは近隣住民を巻き込む参加型アプローチを採用し、違法な狩猟や自然資源の過剰利用な

どの生物多様性保全課題に対処した。こうしたアプローチは、現地のニーズや現況にふさわしいもので

あった。 
本プロジェクトは、日本政府の「対ガボン共和国事業展開計画（2012 年 4 月）」と合致する。また、

2013 年 6 月に横浜で開催された第 5 回アフリカ開発会議（TICAD V）において、日本政府はアフリカの

森林と環境の保全及びアフリカの若い人材育成重視することを表明しており、プロジェクトとの一貫性

がある。 
ガボン政府は、「緑のガボン（Green Gabon）」と呼ばれる国家政策を打ち出し、資源消費型の観光開

発から、保全された自然資源を観光資源として活用するエコツーリズムの振興へと政策転換している。

プロジェクトはこうした方向性とも一致している。 
日本とガボンの両国は、生物多様性条約（CBD）を批准している。プロジェクトは、CBD の愛知目

標（特に 1 と 11、12、19）の達成に貢献する。 
 
有効性：やや高い 
ガボン人研究者の支援のもと、日本人研究者の深い造詣と豊富な経験を活用して、生態系マップの作

成、バクテリアや寄生虫の人獣共通感染の発見、ニシローランドゴリラの人付け等意義のある研究が実

施された。 
プロジェクト・デザイン・マトリックス（PDM）の成果の指標にあるマニュアルや指針、フィールド

ガイドの取りまとめは完了していないが、プロジェクトを通じて住民参加型の生物多様性管理に関する
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さまざまな方法論を開発したので、将来的には住民や C/P、ANPN などとの協議を通じて包括的な手法

が最終化するであろう。今は断片的な方法論を、プロジェクト目標の指標にある包括的な手法に取りま

とめるために、学会誌『TROPICS/熱帯研究』の特集号でプロジェクト成果を総括することが計画され

ている。国際的な学会やシンポジウムも計画され、包括的な手法が発表される予定である。こうした活

動を通じて、プロジェクト目標もほぼ達成される見通しである。これらの成果を基にガボン側で住民参

加型エコツーリズムに係る「活動計画」を作成しており、今後同計画をガボン側自身が実施することに

より、本プロジェクトの成果がガボン国政府の目指す「緑のガボン」に寄与することが期待される。 
ローカルスペシャリスト（住民から選ばれた研究補助員やゴリラ追跡人）はプロジェクトに雇用され

てはいたが、彼らの多くはこれらの作業を単なる職務としてだけではなく、自分たちが住む村の豊かな

自然環境やゴリラへの愛着をもって従事していることが、終了時評価で確認された。 
 

効率性： 中程度 
リサーチステーションの建設について、現地リソースでの建設を想定していたが、現地コンサルタン

トや業者の能力の不足等により、当初想定していなかった日本人専門家の短期派遣などの追加投入が発

生したことや、終了時評価時点ではリサーチステーションが未完成のため、プロジェクトで収集・創出

されたデータや資料が、マップやマニュアル、フィールドガイドなどのアウトプットとして現時点でも

帰結していないことがプロジェクトの効率性を大きく損なう要因となった。 
京都大学やその共同研究機関が、プロジェクト以外のリソースを活用して研究者を動員して研究活動

を実施し、想定以上の成果を得た。日本人研究者はプロジェクト開始以前からガボン側研究者とのネッ

トワークを確立しており、それが事業実施の効率性を高めた。 
プロジェクトを管理する日本側とガボン側の調整員等が不足・不在の期間があり、プロジェクト運営

が非効率な時期があった。 
プロジェクトで整備された実験室や供与された資機材の仕様はおおむね適正で、研究者によって適正

に活用、維持管理されていた。現在日本で博士課程にいるガボン人研究者が学位取得後に復職すれば、

更に有効に活用されるであろう。 
フィールド調査のために供与された資機材もおおむね適正に活用された。損傷や故障している資機材

もあるが、全体として日本人研究者が適正に維持管理している。ただし、車両などの維持管理費がかさ

み、予算が不足する傾向にあった。 
適正なエコツーリズム専門家が投入されていればより有用であった。 

 
インパクト：正のインパクトはやや高い 
これまでの研究成果を定期的にセミナーや論文として発表しており、プロジェクトの成果は海外の研

究者の注目を集めている。リサーチステーションが完成すれば、国内外の研究者を受け入れることが可

能で、関連研究活動が更に活性化するであろう。 
プロジェクト以前は、PNMD の管理運営におけるゴリラの役割はほぼ皆無であったが、人付けされた

ゴリラを活用したエコツーリズムの振興は現在の管理計画の中心に位置づけられている。 
アフリカの他国では、人付けしたゴリラを活用したエコツーリズムが成功しているため、ガボンにお

ける類似の試みが旅行業者などの関心を集めており、既に問い合わせがきている。なお、これまでに人

付けされエコツアーが実施されているゴリラはヒガシゴリラのみで、森林に依存するニシゴリラが人付

けされた例は本件が初めてであり、エコツアーが実施されれば大きなインパクトとなる。 
生態系マップ作成のために収集されたデータや資料は、将来環境教育やエコツーリズム、関係職員や

機関の更なる能力向上に活用できる。 
プロジェクトは、エコツーリズム振興に関する新たな国家政策策定や、サイトレベルのエコツーリズ

ム規則策定、農作物の獣害対策などに関してガボン側政策決定者にアドバイスすることが望ましかっ

た。プロジェクト成果が正式な規制や指針として活用されるかは不透明であるが、ガボン側は、科学的

研究とデータをもとにしたエコツーリズム振興を他の国立公園にも導入したいという意思を表明して
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いる。 
女性が中心となって住民グループ（Femmes Sages3）が組織化された。Femmes Sages が実施する試行

的な共同農場の開発を支援することで、コミュニティ内の団結や効果的な社会相互扶助メカニズムの強

化を試み、農産物の獣害対策手法も試行した。こうした試みには更なる時間が必要で、プロジェクト終

了後も継続努力が必要である。 
 
持続性： 中程度 
プロジェクトを通じて日本人研究者とガボン人研究者が共同研究を行い、ガボン人研究者の能力向上

に大きく貢献した。具体的には、動物生態学や霊長類学のガボン人研究者の博士号取得の支援（プロジ

ェクト資金以外を活用）や日本人研究者の指導のもと、更に 3 名のガボン研究者がガボンの Masuku 大

学で博士号を取得する支援を行っている。これらの研究者の能力強化により、ガボン側の研究者自身で

今後完成するであろうリサーチステーションを活用した研究が進められるレベルに達しており、本プロ

ジェクトで得られた科学研究成果を持続、発展させることが見込まれる。 
CENAREST や IRET、ANPN、その他の関連機関ではこれまで頻繁な人事異動があったことから、こ

うした傾向は今後も続くことが予想され、関連した研究活動に必要な人材が失われ、頓挫する危険性は

否定できないものの、CENAREST や IRET はプロジェクトで養成したガボン国内では唯一となる霊長類

学者等の専門性の有効活用に高い関心を持っていることから、人的な継続性は高いと判断する。  
一方で、プロジェクト期間中、プロジェクトに対するガボン側の予算措置に関する協議が人事異動な

どのために頓挫した。IRET を所轄する国家高等教育省は、2014 年 1 月に高等教育科学研究省に再編さ

れ、関連研究プログラムへの予算措置に関する決定はまだである。省庁再編の影響は不透明であり、終

了時評価では、ガボン政府のプロジェクト成果持続に対する予算措置のコミットメントを確認すること

はできなかった。 
ガボン側の予算措置とは別に、既に京都大学と IRET は本プロジェクト終了後の共同研究協定を延長

する手続きを進めており、京都大学が継続的に本施設を利用することにより、利用料の徴収等により、

施設の維持管理が見込める。また、リサーチステーションと併設する宿泊施設が完成すれば、国際的な

研究機関や研究者が施設を利用することが期待され、既にプロジェクトへ共同研究の要請も来ているこ

とから、利用料などを徴収して歳入を得ることが予想される。利用料などに関する規定を現在策定中で、

プロジェクト終了までには最終化する。 
 
３－３ 効果発現に貢献した要因 
 京都大学は、プロジェクト開始前から長年当地で研究活動を行っており、プロジェクトの実施に必要

な地域に関する基本的理解の蓄積が既にあった。大学とその研究者は、当地の研究機関や研究者とのネ

ットワークを既に構築しており、それがプロジェクトの効率的な実施に貢献した。  
 
３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 
 5 年間のプロジェクト実施期間中に 2 名の PD と 3 名の PM または NC がガボン側からアサインされた。

省レベルの関係意思決定者も交代した。プロジェクトでは、ガボン側関係者の頻繁な交代がプロジェク

ト成果の発現に負の影響を与えないように努力したが、プロジェクトの管理上の難しさがあったことは

否めない。 
 終了時評価調査時の現場視察で、地域住民の外部支援依存体質が垣間見られた。過剰な依存は持続的

な参加型生物多様性保全手法の推進の障害となる。対象村落は、元々木材伐採のために外部から流入し

た移民を中心としたコミュニティで、外部からの給料やインフラ整備などにより生計を立てるといった、

地方では特異な社会として形成されており、住民間の相互扶助の仕組みや団結に乏しい。このような条

件の村落であったことから、住民は日本人研究者を木材伐採会社の代わりとして捉え、資金やインフラ

                                                  
3 日本語訳「賢い女性」 
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整備等を求め、それに対し本プロジェクト開始前の段階でこれまでも京都大学としては研究のために雇

用や援助を行ってきた経緯があった。このような労働者としての役割が与えられていた流れの中、本プ

ロジェクトでは、正式な雇用契約による雇用者として、また住民参加型エコツアーの実施者として、自

らの新たな役割が与えられたが、このような変化に速やかに順応することが困難であった。このため、

プロジェクト期間中においても、雇用契約についての理解が不足し、労働争議などの問題に発展するこ

とがあった。 
 リサーチステーションの建設においては、現場が首都からほぼ 1.5 日を要する僻地にあり、道路状況や

資機材の調達難などの悪条件となったことや、現地コンサルタント、建設業者の能力が不足していたこ

とに加え、用地取得や環境影響評価の手続き、施設設計、建設計画などについて十分に関係者間での共

有がなされていなかったことから、施設建設が遅れる要因となった。 
 
３－５ 結論 
 PNMD とその周辺の生物多様性を科学的に管理する基礎を築くために国際的に著名な研究者たちと現

地研究者、住民が協働するという類のないプロジェクトとなった。長年に及ぶ研究実績と先進研究技術

をプロジェクト実施に適用し、住民参加型アプローチが強調された。収集したデータや研究成果は、住

民参加型の国立公園管理のツールとして活用されることが期待される。また、日本の大学が独自のリソ

ースを動員してプロジェクト成果が増幅した。 
 プロジェクトはガボン人研究者が日本人研究者たちと密に研究活動を行う稀な機会を提供し、C/P が本

邦研修に参加し、その他の国際イベントにも参加した。一部の C/P 職員は日本で博士課程を履修してお

り、若い研究者がガボンで博士号を取得する支援も行っている。実験室の整備や資機材の供与などで

IRET の組織力も強化した。したがって、プロジェクトを通じて C/P 機関と職員の能力は著しく向上した

と言える。 
 主要な問題は、現場レベルのリサーチステーションが完成しなかったことである。建設がプロジェク

ト期間中に完成するかは依然不透明で、ステーションでの活動ができないために、PDM で計画されてい

た多くの成果が最終化されなかった。住民参加型による生物多様性管理に関する断片的な方法論が統括

された手法や報告書に取りまとめられるには更に時間を要する。リサーチステーションが未完成のため、

プロジェクト成果の持続性にも不安が残る。  
評価 5 項目の観点からは、我が国のガボンへの支援方針やガボン政府の「緑のガボン」政策にもよく

合致し、妥当性は高いと判断した。有効性については終了時評価時点でマニュアル等としてまとまって

いないものの、既にそれらの要素部分は作られており、プロジェクト終了時までにはまとめられると判

断されること、またプロジェクトを通して地域住民の自然環境の大切さに関する考え方が促進されるな

どの事柄も確認でき、やや高いと評価することができる。効率性については、リサーチステーションの

建築に当初想定以上に労力を要していること、またその建設の遅れにより、遅延している活動があるこ

とから、評価は中程度とした。インパクトとしてはガボン政府の進めるエコツアーに対して、人材養成

や、科学的根拠の提示と言った面で促進に寄与し、また地域住民グループによる活動が強化されるなど

の成果をあげており、やや高いと評価した。持続性についてはプロジェクト期間中のガボン政府による

予算措置がなされない等、今後のガボン政府自身による持続性に不安が残るものの、完成が予定される

リサーチステーションの利用を内外の研究者に広げ、そこから収入を得、持続的に管理することが想定

され、既にいくつかの研究機関とは利用協議も進んでいること、またガボン人研究者の能力向上は確実

に行われており、自身での研究活動ができるレベルに達していること等の点から中程度と判断した。 
 このように課題は残るものの、全体としてプロジェクトの結果はほぼ達成して終了するものと判断し、

リサーチステーションのプロジェクト期間内の建設完了と京都大学などの継続支援、JICA による草の根

技術協力による継続支援などを勘案し、プロジェクトは予定通り 2014 年 9 月に終了できると判断した。
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３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 
＜プロジェクトに対して＞ 

1）社会配慮 
プロジェクト終了後、プロジェクトが雇用していた住民の生計に対する負のインパクトを軽減する

措置を取る必要がある。住民の向上した能力が将来エコツーリズムに活用できることをプロジェクト

終了前に明確に説明すること。 
 

＜ガボン側に対して＞ 
2）エコツーリズム振興 

プロジェクトの成果を活用し、ANPN やその他のガボン側当局は PNMD におけるエコツーリズム

振興を推進すること。そのために、更なるゴリラの群の人付けとその他の観光資源開発を支援するこ

と。道路や橋など、エコツーリズム振興に必要な基礎インフラストラクチャーの改善に関して、ANPN
や IRET、CENAREST は関係当局と協議する必要がある。 

3）プロジェクト成果と投入の維持管理 
プロジェクトを通じて重要なベースラインデータが整備されたので、ガボン側でそれらを定期的に

更新し、生物多様性の変化をモニタリングすることが重要である。ガボン側は、生物多様性保全のた

めの学際的な研究を推進するために、国際的な協力者を継続的に招へいすること。IRETとCENAREST
はプロジェクトで供与した資機材や車両、施設をプロジェクト終了後も維持管理できるよう、利用規

約を策定し、必要な予算措置、もしくは外部利用者からの使用料の徴収などにより体制を整えること。

故障した資機材は修理、買い換えること。 
4）プロジェクトを通じて育成された人材の活用 

プロジェクトを通じてガボン人研究者やローカルスペシャリストが養成されたので、IRET と

CENAREST は過度に頻繁な人事異動をせずに、これらの人材を関連研究活動やエコツーリズム開発

に活用すること。 
5）十分な予算措置 

上記の提言を実現するために、ガボン当局は IRET や CENAREST による関連研究活動や ANPN に

よるエコツーリズム開発などに対して十分な予算措置を行うこと。 
 

＜日本側に対して＞ 
6）プロジェクト管理への支援 

JICA はリサーチステーションの完成に引き続き最大限の支援を行うこと。JICA は事後評価調査団

を通常よりも早く派遣することを検討し、これらの懸案事項についてのその後の評価を行い、必要に

応じて対処を提言すること。 
 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、運営管

理に参考となる事柄） 
1）科学的アプローチの価値 

適正な生物多様性保全には科学的なアプローチが有効であることが明らかとなった。また、科学的

データやマップ、マニュアル、その他の資料は、持続的なエコツーリズム商品や観光地、計画、戦略

を整備するうえで有用である。類似の環境保全・エコツーリズム振興事業には、強力な研究コンポー

ネントを加えるべきである。 
2）研究者と実務者の混合チームの重要性 

研究成果を社会実装すると人々の生計に影響を与えるため、経験豊かなコミュニティ開発・保全の

専門家や実務者の支援が必要である。そうすることで、住民の便益を十分に担保し、社会的な負の影

響を回避することができる。したがって、研究者と実務者の両方で構成されるチームを編成してプロ

ジェクトを実施する必要がある。また、自然科学や社会科学など、異なった専門性を持った研究者を
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巻き込むべきである。フィールド研究には多くの管理業務を伴うため、適切な調整員や管理スタッフ

を投入する必要がある。 
3）適正な労務管理の重要性 

労働争議などを回避するために、プロジェクトで雇用する労働者と適正な労働契約を締結し、各労

働者が労働条件を十分に理解するまで繰り返し説明することが重要である。 
4）研究活動の財務的持続性 

通常、研究活動は長期的な便益をもたらす可能性はあるが、短期的な経済便益をもたらすことは稀

で、予算措置や人材など、関係当局から僅かな支援だけを受けることが多い。研究に必要なリソース

を創出する仕組みを整備するコンポーネントや戦略をプロジェクトに含めておくこと。 
5）SATREPS で構造物建設を行う上の教訓 
 プロジェクトの計画時点から、設計プロセスや調達方法を明確にし、建設に関連する各関係者の

責任を明確にしておく必要がある。また、C/P の十分な巻き込みが重要である。 
 プロジェクトの計画段階から、十分な能力を有する建設専門家の投入を組み込んでおくことが重

要である。また、外国人あるいは現地の有能な建設専門家によって、建設を適正に計画し、監督

する体制を整える必要がある。 
 コンサルタントや建設請負業者などの業者選定時は、応札者の過去の業務実績を慎重に精査する

ことが重要である。 
 建築資機材や労働者の確保、輸送の困難さなど、現地の状況を十分に把握したうえで、設計やコ

スト積算、建設日程などの実行可能性と適性を十分に精査することが不可欠である。土地の確保

方法や環境影響評価の要件、現地の労働法などを、プロジェクト計画時から十分に調査しておく

ことが重要である。 
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Terminal Evaluation Summary 
1. Outline of the Project 
Country: Gabonese Republic Project Title: Conservation of Biodiversity in Tropical Forest 

through Sustainable Coexistence between Human and Wild 
Animals 

Issue/ Sector: Natural Environment Conservation Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project (Science 
and Technology Research Partnership for Sustainable 
Development：SATREPS) 

Division in Charge: Forestry and Nature 
Conservation Division 2, Forestry and Nature 
Conservation Group, Global Environment 
Department 

Total Cost:  
- JICA: Approximately 531.572 million Japanese Yen 

(projected at the time of evaluation) 

Period of 
Cooperation 

(R/D): September 2009 – 
September 2014 (for five years) 

Country Partner Implementing Organization: Institut de 
Recherche en Écologie Tropicale (IRET) under Centre National 
de la Recherche Scientifique et Technologique (CENAREST) 
of Ministère de l'Enseignement Supérieur et de la Recherche 
Scientifique (Ministry of Higher Education and Scientific 
Research) 

(Extension): Supporting Organization in Japan: Kyoto University, 
Kagoshima University and Chubu Gakuin University 

(F/U) : Related Cooperation: None 
1-1 Background of the Project 

The Congo Basin is located at the central Africa and rich in biodiversity, holding the 2nd largest tropical forest 
in the world after the Amazon Basin. Gabonese Republic (Gabon) occupied large portion of Congo Basin and 
blessed with high forest coverage. However tropical rainforests around the world are under threat from 
deforestation from human activities such as clear-cutting for agriculture, slash and burn agriculture, and 
unsustainable logging for fuel wood. The World Wide Fund for Nature (WWF) warns that 70% of the tropical 
forest in the basin will be lost by 2040, if no effective measures are taken against deforestation. Moreover 
deforestation is a particular concern in tropical rainforests because these forests are home to much of the world’s 
biodiversity.  

The Gabonese Government has taken measures for the conservation of country’s rich ecosystems and 
designated more than 10% of the total landmass as 13 national parks by 2002. To further enhance the biodiversity 
conservation while ensuring the benefits of local people near the forests, the promotion of ecotourism became one 
of the key focuses of the Government and other organizations, such as international NGOs.  
One of the hindering factors to realize the scientific management and conservation of biodiversity was the lack of 
adequate scientific data about the tropical forest ecosystem in the target areas. Also, the scientific knowledge was 
needed for controlling zoonosis diseases through human-wildlife interactions and promoting safe ecotourism.    
Therefore, it was deemed necessary to conduct scientific researches and propose a set of concrete, effective and 
practical methods to generate necessary scientific data and implement community-based sustainable management 
of biodiversity through eco-tourism with the objects of forest conservation and conservation of biodiversity as 
climate control. 

Since 1950s, Kyoto University promoted the research on the conservation of primates including anthropoid 
ape in the tropical forest in Africa. IRET under CENAREST of Ministry of Higher Education and Scientific 
Research and Kyoto University entered into an agreement for undertaking joint research on the primates in the 
Parc National de Moukalaba-Doudou (PNMD) - one of the 13 national parks in Gabon and known for its rich 
habitat of primates, including gorillas. The joint research started early 2000s and generated valuable research 
results.  

Large primates have become an important icon of ecotourism. The ecotourism development centering the 
habituated gorilla had display certain success in other African nations, especially in the east Africa - Rwanda, 
Democratic Republic of the Congo and Uganda, and high priced per person to protect nature and wildlife. Many 
visitors find high value that they can watch wild gorillas. In addition, it is important to able to observe the gorillas 
at PNMD to promote ecotourism in Gabon. 
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The IRET, in association with Kyoto University and other Japanese prominent research institutions, proposed 
a technical cooperation project under a facility known as SATREPS, jointly supported by Japan International 
Cooperation Agency (JICA) and Japan Science and Technology Agency (JST), aiming at the formulation of 
methods for community-based biodiversity management in PNMD through the preparation of a scientific 
ecological map, prevention of zoonosis diseases and promotion of ecotourism. During the detailed planning 
survey in March 2009, Japanese and Gabonese governments agreed on the outline and components of the project, 
and the Record of Discussions (R/D) was signed by both governments on 19 August, 2009. In September 2009, 
the Project started.  

About 5 months before the project completion, this Joint Terminal Evaluation was conducted as stipulated in 
the Article V of the R/D.  

 
1-2 Project Overview 

(1) Project Period 
September 2009 - September 2014 (5 years) 

(2) Target Area 
Moukalaba-Doudou National Park (PNMD) and surrounding area (Doussala area) 

(3) Target Groups 
Staff of IRET and local community 

(4) Project Purpose 
Method for community-based sustainable management of biodiversity is proposed based on scientific data. 

(5) Outputs: 
- Species, habitats and ecosystems which should be conserved by priority in PNMD, are identified.  
- Based on scientific data, safe ways of human contacts with larger mammals, particularly with 

primates, are proposed. 
- Scientific methods for ecotourism, particularly for primates observation, are developed. 
- Capacity of local community for biodiversity conservation is reinforced. 
-  

1-3 Project Inputs (at the time of evaluation) 
Japanese Side: 

- Budget: Approximately 531.572 million Japanese Yen 
- The total of 204 (MM) of Japanese experts and coordinators were dispatched as indicated below: 

 134 Man-Months (MM) of Japanese experts (JICA fund) 
 16 MM of Japanese experts (JST fund) 
 54 MM of Project Coordinators (JICA fund) 
 28 MM of Japanese researchers (other funds) 

- Approximately 924 million CFA for the provision of equipment and machines, procurement of 
consultants and contractors and other local project support cost 

- Training in Japan: 8 counterpart (C/P) (JICA fund) and 6 Gabonese personnel (funds from JST and 
Kyoto University).  

Gabonese Side: 
- Appointment of Project Director and Project Manager 
- Provision of an office space in the campus of IRET, Libreville and in Tchibanga and part of office 

running cost 
- Allocated 8 million CFA as the counterpart fund 

 
2. Overview of Evaluation Team 
Members Japanese Side: 

JICA Team 
Name In Charge Position and Organization 

Mr. Kazuhiro 
Goseki 

Leader 
 

Executive Technical Advisor to the Director General, 
Global Environment Department, JICA 

Mr. Shinsaku 
Fukazawa 

Cooperation 
Planning 

Advisor, Forestry and Nature Conservation Division 2, 
Forestry and Nature Conservation Group, Global 
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Environment Department, JICA 
Mr. Shinichiro 
Tsuji 

Evaluation 
Analysis 

Senior Consultant, Environmental Science and 
Engineering Department, Overseas Consulting 
Administration, Nippon Koei Co. Ltd. 

Mr. Masanori 
Shintani 

Ecotour Method 
Evaluation 

President, Ecologic General Incorporated Association 

Ms. Naoko 
Hiramatsu 

Interpreter Japan International Cooperation Center (JICE) 

JST Team 
Name Position and Organization 

Dr. Kotaro Inoue Principal Fellow, JST 
Ms. Miho Takahashi Assistant Program Officer, JST 

Gabonese Side: 
Name Position and Organization 

Mr. Oukham Phiathep Deputy Director General, Department of Planning and Cooperation, 
Ministry of Agriculture and Forestry 

Ms. Saymonekham 
Mangnomek 

Deputy Director General, Department of International Cooperation, 
Ministry of Planning and Investment 

Mr. Phousith 
Phoumavong 

Senior Officer, Department of Agriculture Extension and Cooperative, 
Ministry of Agriculture and Forestry 

Mr. Bouneua 
Khamphilavanh 

Senior Technical Staff, Department of Planning and Cooperation,  
Ministry of Natural Resources and Environment 

 

Period of 
Evaluation 

April 6 – April 27, 2014 Type of Evaluation: Terminal Evaluation 

3. Overview of Evaluation Results 
3-1 Achievements 

Inputs: In general, the Inputs were made as per plans, although the timing of some inputs were delayed, such 
as the first Japanese project coordinator and some equipment, the procurement of which were difficult because of 
their unavailability in Gabon. The Project Manager (PM)/ National Coordinator (NC) from the Gabonese side was 
absent for a year. The maintenance of equipment, vehicles and other facilities provided by the Japanese side were 
utilized and maintained properly in general, although some equipment (such as a buggy and camera traps) were 
out of order. Therefore, the overall achievement of Inputs was fair. 

Output 01: All the necessary materials and data had been available already, and the ecological map was under 
development at the time of Terminal Evaluation. Therefore, the probability of achieving Output 1 was high. 

Output 02: All the robust data and study results were available for consolidation into a report on the 
methodology for safe human-animal contact. The study results were presented to the study group consisted of 
representatives from concerned agencies. The consolidated report was almost completed, referring to international 
guidelines [e.g., International Union of Conservation of Nature and Natural Resources (IUCN) guideline], and a 
manual targeting the tourism guides and tourists was also being developed for the safe contact between human and 
animals at the time of Terminal Evaluation. Therefore, the probability of achieving Output 2 was high. 

Output 03: Based on the robust scientific data, a manual was being developed at the time of Terminal 
Evaluation for appropriate observation method for wild animals, especially the primates. The manual was 
expected to be completed within the project period as it would be integrated into the Output of the research for the 
safe ways of human contacts with larger mammals, particularly with primates. The habituation of a new gorilla 
group (Group Eight) would be completed within around 2-4 more years after the project. Therefore, the 
achievement of Output 3 was fair. 

Output 04: Because of the project activities in the target villages, the people in the area became more aware of 
the values of natural resources surrounding them. Their environmental consciousness increased through the 
influence from the local specialists (trained villagers) developed under the project, although some of the planned 
environmental education activities could not take place in the absence of research station cum eco-museum at the 
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village. Seven local specialists were well-trained, and their skills in tracing the wild animals were developed. The 
knowledge of local specialists and some villagers were improved remarkably regarding the ecosystems in the 
park. During the field visit, the villagers’ dependency on external assistance was observed. Overall, the 
achievement of Output 4 was fair. 

Project Purpose: The approaches and methodologies that were adopted and studied by the project would be 
complied into a proposed method for community-based biodiversity management, but how and when they would 
be consolidated by the project was to be decided at the time of Terminal Evaluation. A document called 
“PROCOBHA Perspectives” was prepared to present the concept and long-term vision for ecotourism 
development and biodiversity conservation for PNMD by the Gabonese Organizations - IRET, ANPN and 
PROGRAM. Therefore, the achievement of Project Purpose was almost as planned. 

 
3-2 Summary of Evaluation Results 

1) Relevance - High 
For the proper management and conservation of national parks and natural resources therein, it was 

important to understand the distribution and interaction patterns of fauna and flora within the protected areas. 
The most of such an ecological mechanism was unknown before the project. For the scientific management of 
national parks and natural resources therein, adequate scientists were required. The project had undertaken the 
researches to reveal the ecological system in PNMD and stressed greatly on the capacity building. 

As the ecotourism was promoted, the risks of zoonosis diseases, especially caused by antibiotic resistant 
bacteria and parasites transmittable from animals to humans or vice versa increased. Also, habituated gorilla 
groups were needed for research and tourism separately. The generation of incentives for the local population to 
conserve the protected areas and resources thereat was vital to properly engage the villagers in the conservation 
activities. The project addressed those issues. 

The project was in line with the 2012 rolling plan of the Japanese Government for Gabon. The Gabonese 
Government promoted a national policy called “Green Gabon”, and the focus had been shifting from the 
promotion of resource-exploitive tourism to the tourism that utilized the conserved natural resources as tourism 
attraction (ecotourism). The project was in line with such a policy direction. 
Both the Japanese and Gabonese governments rectified the Convention on Biological Diversity (CBD). The 
project would contribute to the achievement of CBD’s Aichi Target, especially Target 1, 11, 12 and 19. 
 

2) Effectiveness - Moderately High 
With extensive support from the Gabonese researchers, meaningful researches were completed using the 

profound knowledge and rich experiences of Japanese researchers.  
The set of approaches and methods that were developed during the project were not yet transformed into a 

series of manuals, guidelines and field guides as indicated in Outputs and not yet finalized through the 
consultation with the villager and C/P and Agency for National Park (ANPN). They must be synthesized into a 
consolidated and comprehensive document for community-based biodiversity management indicated in the 
Project Purpose, and the project planned to do so as all the major research results in the special edition of 
“TROPICS”. A number of international academic conferences and symposiums were planned also, at which the 
document/ method would be presented.  

Local specialists (research assistants from the villages) and trackers were employed with pay by the project, 
but the Terminal Evaluation Team observed during the field visit that their affections to gorillas and natural 
environment were significant. 

  
3) Efficiency - Moderate 

Most project activities generated robust data and materials to be used for the development of maps, 
manuals, methods and guidelines, and most of the Outputs were still under development at the time of Terminal 
Evaluation in the absence of research station. This fact reduced the project efficiency significantly. 

Owing the fact that Kyoto University and other partner Japanese research institutions mobilized significant 
volumes of their own resources for project implementation in addition to the resources from JICA and JST, the 
project outcomes were scaled up. 
The project management was inefficient at times due to the absence/ lack of proper management staff members 
of the project.  
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The specifications of items placed at the laboratories developed under the project were appropriate overall, 
and the equipment were utilized and maintained properly for the research activities by the project researchers. 
The laboratories developed under the project were utilized by the project and could be utilized more when the 
researchers return from Japan with doctorate degrees.  

The items for the field research were also utilized adequately in general for the project activities. The 
maintenance of those items was monitored by the field researchers. Some items were damaged and out of order. 
The cost of maintenance was high, and fund for maintenance was inadequate. Appropriate ecotourism 
specialists could have been effective for the project if dispatched. 
 

4) Impact - Moderately High 
The project drew attentions of researchers overseas. Once the research station would be completed, it could 

accommodate researchers from other places and accelerate the research activities and results. 
The ecotourism development through the promotion of habituated gorillas became one of the central 

programs of the plan, while gorillas had never been considered to play key roles in the development of PNMD 
before.  

The development of similar model in Gabon drew the interests of tour operators, and the project had been 
receiving inquiry from them.  

The data and information collected during the mapping exercise could be used for environmental education, 
ecotourism and further capacity building of concerned officers and institutions in future.  

The project could have advised the Gabonese policy makers to come up with new national policies on 
ecotourism promotion, village-level ecotourism rules and animal damage control for crops using the research 
outcomes. It was uncertain whether the method would be adopted by the concerned authorities as official 
regulations and guidelines. The Gabonese side expressed their keen interests in replicating similar initiatives in 
other national parks to promote ecotourism based on the scientific researches and data.  

Organization of a village-level group (“Femmes Sages”), mainly by the women, through the support to the 
“Femmes Sages” to manage a communal farm plot as a pilot initiative, the project attempted to strengthen the 
cohesiveness and effective social mechanisms for mutual support within the communities, in addition to test 
various wild animal damage control measures. Such a process required long time, and more efforts would be 
needed after the project.  

 
5) Sustainability - Moderate 

The Japanese and Gabonese researchers worked together during the project and undertook joint researches. 
The project contributed to the development of capacity of Gabonese researchers. 

The Gabonese researchers for animal ecology or primatology were not available, and the project supported 
4 Gabonese researchers to acquire relevant Ph.D. (not by the project budget). Additional 3 researchers to pursue 
their PhD at Masuku University in Gabon. 

Frequent personnel transfer of officers was observed at the concerned ministries, CENAREST, IRET, 
ANPN and other stakeholders. Hence, it was considered that this trend would continue. The risk of 
discontinuity of project activities could not be ignored.  

During the project period, the decision makers in the Gabonese Government changed relatively frequently. 
The project experienced that the negotiations with Gabonese decision makers on the financial contribution to 
the project from the Gabon side needed to be repeated when the officers concerned were transferred or the 
agency was restructured.  

In addition to the effort by the Gabon side to continue research activities with its own budget, the Japanese 
research institutions would continue their research activities in the area after the project at a smaller scale.  

Once completed, the research station and dormitory/ camps attached were expected to generate its own 
revenue by hosting research projects from international research institutions and other researchers and 
collecting fees. The guideline for the fee collection and management of research station overall was under 
development at the time of Terminal Evaluation and was expected to be completed within the project period. 
 

3-3 Factors Positively Affected the Results 
Kyoto University had been undertaking the research activities in the target area for years prior to the project. It 

accumulated basic understanding on the area that was useful for the project implementation. The university and its 
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researchers had had developed personnel network with researchers and research institutions in the area, which 
enhanced the project efficiency.  

 
3-4 Factors Negatively Affected the Results 

2 PDs and 3 PMs/ NCs were assigned to the project during the 5 years. The concerned policy makers had 
changed also. The frequent transfers and changes of C/P affected negatively on the project, although the project 
was able to cope with the difficulties and minimized the negative outcomes. 

The dole out mentality of local communities was observed during the field visit. Such excessive dependence 
on the externally-support projects would not promote adequate participatory biodiversity management methods. 
The target villages were migrant communities originally for the logging operations before. As a result, they lacked 
cohesiveness and effective social mechanisms for mutual support within the communities. The project required 
significant time and efforts to realize the participatory approach and processes in such communities. However lack 
of adaptation and understanding of new labor contract, it grew labor conflict. 

The reasons of incompletion of research station construction were that construction site was in inconvenient 
location (it takes 1.5 day from capital city), bad condition of roadway, procurement problem, poor capacity of 
local consultant and contractor, moreover lack of information sharing between parties involved in a project about 
site acquisition, procedure of environmental impact assessment (EIA) and design and construction. 

 
3-5 Conclusion 

The project was unique in a sense that the renowned international researchers and local communities worked 
together to build a foundation for proper scientific management of biodiversity in PNMD and beyond. The 
decades of experiences and advanced research technologies were adopted for the project implementation, and 
participation of villagers in the target areas were stressed. The data and study results were generated, which could 
be used for the tools for participatory management of the national park. In addition to the resources from the 
project, the Japanese universities mobilized their own resources to scale up the research activities 

 The project provided rare opportunities for the Gabonese researchers to work with prominent Japanese 
researchers in an intensive manner, and a number of C/P and other concerned stakeholders were able to visit Japan 
for training and international exposures. Some C/Ps were pursuing their doctoral degrees in Japan, and other 
young researchers would acquire their Ph.D. in Gabon. The C/P organization as an institution was capacitated also 
through the establishment of laboratories and provisions of equipment, vehicles and other facilities through the 
project The capacity of C/P’s staff and organization were developed significantly through the project.. 

The major drawback of project was the incompletion of research station construction in the field. The 
construction was delayed significantly and not yet completed at the time of Terminal Evaluation. It was still 
uncertain whether the construction could be completed within the project period. Partly because of the absence of 
field research station, some project activities were delayed, and some expected Outputs had not been finalized.   

The methods for participatory management of biodiversity were not yet consolidated or presented in a 
compiled document. The sustainability of project outcomes would be questionable without the research station.  

In view of above (including the five evaluation criteria), it could be concluded that the project could end by 
September 2014 as originally planned, and the project was implemented as almost satisfactory in general. It 
could have been better if the research station would be completed on time, Outputs and Project Purpose would be 
fully achieved, and project administration was handled more effectively.  
 
3-6 Recommendations (specific measures, proposals and advice to the project) 
<To the Project> 

1) Social Safeguard 
The negative impact on the livelihoods of villagers who have been employed by the project needs to be 

minimized when the project ends. Before the end of project, the project should explain clearly how their built 
capacities can be utilized in future for ecotourism development.  

 
<To Gabonese Side> 

2) Promotion of Ecotourism 
ANPN and other concerned Gabonese authorities should continue promoting and developing ecotourism at 

PNMD based on the result of project. For this, ANPN and IRET/ CENAREST should enhance its support for 
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the habituation of more groups of gorillas and development of other ecotourism products. ANPN and IRET/ 
CENAREST should discuss with concerned authorities regarding the improvement of basic infrastructure for 
ecotourism, including access roads and bridges and support ecotourism promotion.  

3) Maintenance of Project Outcomes and Inputs 
As the project generated baseline data, it is essential that the Gabonese side continue updating the 

information and monitor the changes in biodiversity. The Gabonese side should continue to invite international 
collaborators to promote interdisciplinary researches for conservation of biodiversity. IRET/ CENAREST 
should properly utilize and maintain equipment, vehicles and facilities provided by the project beyond the 
project period. The damaged items should be repaired or replaced properly by IRET/ CENAREST.  

 
4) Utilization of Human Resources that were Developed through the Project 

A number of researchers and research assistants/ local specialists were trained under the project, and 
IRET/CENAREST should take necessary measures to ensure that they will be engaged in relevant research 
activities and ecotourism development without frequent transfers or social conflicts. 

 
5) Adequate Budget Allocation 

To realize the number of recommendations above, the Gabonese authorities should allocate adequate budget 
to relevant programs to support the related researches by IRET/ CENAREST and ecotourism development by 
ANPN. 

 
<To Japanese Side> 

6) Administrative Support  
JICA should extend its utmost support to complete the research station. JICA may dispatch the Ex-Post 

Evaluation Mission earlier than usual, maybe within a year after the end of project so that the pending critical 
issues would be addressed timely. 

 
3-7 Lessons Learned/ Reference to Other Projects 

1) Value of Scientific Approach 
It was learned that a scientific approach was effective to ensure proper biodiversity management. It was also 

found that the scientific data, maps and manuals can be useful for the sustainable development of ecotourism 
products, sites and plans/ strategies. A similar project on environmental conservation and ecotourism 
development supported by JICA and other donors should have a strong research component. 

 
2) Importance of a Team Mixed with Researchers and Practitioners 

Once a research is applied to an actual situation, it influences people’s livelihoods. Such an initiative must 
be implemented by experienced professionals/ practitioners in community development and conservation to 
ensure appropriate benefits of local people concerned and to alleviate negative impacts. Hence, it is important 
to have a team consisting of both researchers and practitioners. It is also beneficial to have a group of 
researchers from wide range of disciplines and backgrounds, both from natural and social sciences. It is 
additionally found that the execution of applied researches requires significant efforts for management and 
administration. A research project should have adequate project coordinators and other administrative staff. 

 
3) Importance of Labor Management 

It is important to make proper labor contracts with the employers of project and explain repeatedly to them 
to avoid complication until they fully understand the terms and conditions of their employment. 

 
4) Financial Sustainability of Research Activities 

Usually, research activities do not generate short-term economic gains but are vital for long-term benefit to 
the society and environment. Because the benefits are long-term, research activities usually get meager supports 
by the authorities financially and administratively, if at all. It is important to integrate a project component/ 
strategy to develop a resource generation mechanism into a research project. 

 
5) Construction of a Structure in SATREPS 
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- The responsibilities of parties concerned should be clear and realistic from the beginning. The 
adequate involvement of C/P organization in the construction is vital. 

- The assignments of capable construction specialists should be an integral part of project design from 
the beginning, and it is indispensable to undertake proper planning and construction supervision by 
capable international and/ or national specialists.  

- It is important to thoroughly investigate the previous performance records of consultants and 
contractors during the selection. 

- It is essential to examine carefully the feasibility/ appropriateness of design, cost estimate and plan/ 
schedule for the construction from the technical point of view, in consideration of difficulties in 
transportation and procurement of construction materials and workers. 
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第１章 評価調査の概要 

１－１ 調査の背景 

アフリカ中央部に位置するコンゴ盆地地域は、アマゾンに次ぐ世界第 2 位の広さの熱帯林を有

する生物多様性に富んだ地域である。なかでも本プロジェクトの対象国であるガボン共和国（以

下、「ガボン」と記す）はコンゴ盆地の中でも特に高い森林率を有し、生物多様性が高く、多くの

固有種が生息する地域として知られている。しかしながら、世界の熱帯林では農地への転換、焼

き畑や薪炭材の伐採などの過剰な利用、プランテーションへの転換などの人間活動を主な要因と

した森林の減少が危惧されており、世界自然保護基金（World Wide Fund for Nature：WWF）では

2040 年までに、熱帯林面積の 70%が失われると警告している4。また熱帯林は生物多様性の高い

地域であるが、その消失は住処や採食の場を提供している多くの生物種の存続をも危うくしてい

る。このような状況のもと、ガボン政府は、2002 年に国土の 10%以上を占める地域を 13 の国立

公園に指定するなど、自国の豊かな生態系保全に取り組んでいる。また国立公園を適正に管理し、

生物多様性の保全を進めるにあたり、エコツーリズムの推進を重要視しており、非政府組織

（Non-Governmental Organization：NGO）等の国立公園におけるエコツーリズム導入を支援してい

る。  
しかしながら、保全の対象となる熱帯林生態系についての科学的データは必ずしも十分に収集･

分析されておらず、効果的に保全活動を実施するうえでの課題となっている。また、人間と野生

生物の接触で発生する人獣共通感染症等への対策を含め、エコツーリズムの適正な導入のための

科学的知見の蓄積が必要である。そこで、気候変動対策としての森林保全や生物多様性保全の観

点から、当該地域の森林･生態系保全の強化のために科学的な研究を実施し、具体的かつ効果的な

実施可能な方法論を構築し、コミュニティベースのエコツアーを通した持続的な生物多様性管理

を実現することが強く求められていた。 
そのような中、京都大学は、アフリカの熱帯林に生息する類人猿などの霊長類に関する研究に

1950 年代から取り組み、アフリカ諸国における保護区や国立公園の設立や管理に深く関与してき

た。ガボンにおいては、ガボン国立科学技術センター（Centre National de la Recherche Scientifique 
et Technologique：CENAREST）の傘下にある熱帯生態研究所（Institut de Recherches en Ecologie 
Tropicale：IRET）と締結した研究協約書に基づき、上述の 13 の国立公園の 1 つで、ゴリラをは

じめとする大型霊長類の貴重な生息地として知られるムカラバ・ドゥドゥ国立公園（Parc National 
de Moukalaba-Doudou：PNMD）において霊長類の社会生態学的研究等を実施し、貴重な研究成果

を残している。 
エコツアーにおいて大型霊長類は シンボルとして重要な意味を持ち、東アフリカではヒガシゴ

リラを観察するエコツアーがルワンダ、コンゴ民主共和国、ウガンダなどで行われている。これ

らのツアーでは環境や野生生物を守るため、一人あたりの客単価を高く設定することにより、参

加人員を絞り込む方法を取っているが、それでも、多くの観光客がツアーに参加しているのは、

ゴリラを自然環境下で観察することに価値が見出されているからである。この意味でムカラバ・

                                                   
4 http://www.wwf.org.uk/how_you_can_help/campaign_with_us/forest_campaign/helping_protect_central_africas_forests.cfm（2015 年 6
月 12 日アクセス） 
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ドゥドゥ国立公園においてゴリラの観察ができることは、エコツアーを成功させるうえで非常に

大きな意味を有している。 
本プロジェクトは、IRET をカウンターパート（Counterpart：C/P）機関とし、京都大学が日本

側研究代表機関となって、科学的データに基づく住民参加型生物多様性持続的管理手法の提案を

目的とした地球規模課題対応国際科学技術協力（Science and Technology Research Partnership for 
Sustainable Development：SATREPS）プロジェクトとして形成された。2009 年 8 月 19 日にガボン

との間で討議議事録（Record of Discussions：R/D）の署名を行い、2009 年 9 月から 2014 年 9 月ま

での 5 年間の予定で、独立行政法人国際協力機構（Japan International Cooperation Agency：JICA）

と JST の支援によりプロジェクトが開始された。プロジェクト終了約 4 カ月前に、R/D の第 5 項

にある通り、日本側及びガボン側と合同で終了時評価調査が実施され、最後に合同終了時評価報

告書に署名した（付属資料 1）。 
調査の日程に関しては付属資料 2 の Annex 01 にある。 

 

１－２ プロジェクトの概要 

2012 年 3 月に合同調整員会（Joint Coordinating Committee：JCC）で承認されたプロジェクト・

デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）バージョン 01（付属資料 2 の Annex 02）
にあるプロジェクトの概要は以下の通りである。 

項目 説明 
案件名 野生生物と人間の共生を通じた熱帯林の生物多様性保全 
協力期間 2009 年 9 月～2014 年 9 月（5 年間） 
対象地 ムカラバ・ドゥドゥ国立公園（PNMD）とその周辺地域（ドゥサラ地域）

ターゲットグループ IRET 職員と地元コミュニティ 
プロジェクト目標 科学的データに基づき住民参加による生物多様性の持続的管理手法が提

案される。 
成果 1. PNMD における優先的に保全すべき、生物種、生息地、生態系が明ら

かになる。  
2. 科学的データに基づき、人間と大型哺乳類、特に霊長類との安全な接

触方法が提案される。  
3. 特に霊長類の観察を目的としたエコツーリズムに必要な科学的手法が

開発される。  
4. 生物多様性保全に関する地域住民の能力が強化される。 

 

１－３ 評価の目的 

合同終了時評価の目的は以下の通りである。 
a. PDM と活動計画（PO）（付属資料 2 の Annex 03）と比較して、本プロジェクトの投入実

績・活動の進捗状況等実施プロセス・管理方法を確認する。 
b. 効果発現に貢献した要因、問題点及び問題を惹起した要因を確認する。 
c. JICA 事業評価ガイドライン（改訂版）に基づき、評価 5 項目（妥当性、有効性、効率性、

インパクト、持続性）及び横断的視点（政策、技術、環境、社会・文化、組織制度・管理

運営、経済・財政）からプロジェクトを評価する。 
d. 評価結果をもとに、プロジェクトに関して残り期間及び終了後に取るべき対策を提言する。 
e. 他の類似案件の発掘・形成、実施、運営管理に参考となる教訓を抽出する。 

－ 2 －



 

 

 

１－４ 合同評価調査団 
a. 日本側 

JICA チーム 
氏名 分野 所属 

五関 一博 団長 JICA 地球環境部 審議役 
深澤 晋作 協力企画 JICA 地球環境部  森林・自然環境保全第一課 
辻 新一郎 評価分析 日本工営株式会社 環境技術部 参事 
新谷 雅徳 エコツアー手法評価 一般社団法人エコロジック 代表 
平松 直子 通訳 日本国際協力センター（JICE） 

 
JST チーム 

氏名 所属 
井上 幸太郎 JST 上席フェロー 
高橋 美穂 JST 調査員 
 

b. ガボン側 
氏名 所属 

Dr. Paulin Kialo Researcher 人文科学研究所（IRSH） CENAREST 
Mr. Christian Johnson-Ogoula Deputy Technical Director, Agence Nationale des Parcs Nationaux 
Dr. Raymonde Mboma Researcher, IRET, CENAREST 

 

１－５ 評価手法 

本評価調査で採用された手法の概略は以下の通りである。 
a. R/D に基づき、先方との合同評価とした。日本側とガボン側で評価ミッションメンバーを選

定し、役割と責任を協議して決定した。 
b. 評価グリッド（付属資料 5）を作成し、評価項目を特定するとともに、資料レビュー（収集

資料リストは付属資料 6）や質問票による聞き取り調査、現地視察・目視など、評価項目ご

との評価手法を決定し、グリッドをもとに質問票を作成した。質問票による聞き取り調査

対象の面談者リストは付属資料 2 の Annex 04 にある。 
c. プロジェクトの実績を分析し、下表の評価 5 項目をもとに評価を実施した。 

 
評価 5 項目 説明 
妥当性 開発援助と、ターゲットグループ、相手国、ドナーの優先度並びに政策・方針との

整合性の度合い。 
有効性 開発援助の目標の達成度合いを測る尺度。 
効率性 インプットに対するアウトプット（定性並びに定量的）を計測する。開発援助が期

待される結果を達成のために最もコストのかからない資源を使っていることを示

す経済用語。最も効率的なプロセスが採用されたかを確認するため、通常、他のア

プローチとの比較を必要とする。 
インパクト 開発援助によって直接または間接的に、意図的または意図せずに生じる、正・負の

変化。開発援助が地域社会、経済、環境並びにその他の開発の指標にもたらす主要

な影響や効果を含む。 
持続性 ドナーによる支援が終了しても、開発援助による便益が継続するかを測る。開発援
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評価 5 項目 説明 
助は、環境面でも財政面でも持続可能でなければならない。 

d. 現地調査期間中、合同ミッションは、英文及び仏文の合同評価報告書を作成し、日本側及び

ガボン側の総括が署名した。報告書は、2014 年 4 月 24 日にプロジェクトの JCC に提出され

た。 
e. 帰国後、報告書の和文を作成した。 
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第２章 プロジェクトの進捗 

 

 合同評価期間中に、資料レビューや聞き取り調査などで収集したデータや情報と、PDM や PO
にある指標やスケジュールなどをもとに、プロジェクトの進捗を確認した。 

 

２－１ 投入の実績 

 1 人目の日本人業務調整員の派遣が遅れ、一部の供与資機材がガボンで販売されていなかった

ため、購入が困難であったことなどにより、一部の投入に遅れが生じたものの、全体として投入

は計画通りであった。ガボン側のプロジェクト・マネージャー（PM）/ナショナルコーディネー

ター（NC）が 1 年間不在の時期があった。バギーやカメラトラップなど、一部の供与・携行資機

材が故障した状態であるが、日本側が提供した機材や車両、施設はおおむね適正に活用されて維

持管理されていた。したがって、投入の実績は全体的に中程度であった。 

 日本側及びガボン側の投入の評価結果の概要は以下の通りである。 
(1) 日本側： 
 合計で約 134 人月（Man-Month：MM）の日本人専門家と約 54 MM の業務調整員が JICA か

ら派遣され、約 16 MM の日本人専門家が JST により派遣された。詳細は付属資料 2 の Annex 
05 にある。 彼らの専門性はプロジェクト実施に最大限活用された。 

 合計約 28 MM の日本人専門家が、JICA や JST 以外の資金（主に日本学術振興会の科学研究

費助成事業など）を活用して派遣された。 
 最初の業務調整員の派遣までに約 6 カ月を要した。また、プロジェクト実施期間中に業務調

整員が 3 回交代し、業務調整員の不在期間や 4 名の引継ぎなどがプロジェクトの管理に影響

を与えた。 
 リサーチステーションの建設を支援するために、当初計画にはなかった 4 名の日本人建設専

門家が JICA から派遣された。 
 付属資料 2 の Annex 06 にある通り、実験資機材や現場調査機材、車両などが日本側から供

与された。日本側及びガボン側研究者の協議を通じてこれらを選定した。 
 IRET の実験室は徐々に整備され、2013 年に完成した。日本人研究者の指導のもと、ガボン

人研究者が実験室の使用と維持管理に関する指針を作成した。 
 リサーチステーションは終了時評価実施時点では未完成であり、ステーション用に購入され

た資機材は未設置で、納入業者の倉庫に一時保管されて未使用である。これらは近い将来に

別の場所へ移転する必要があると予想される。 
 付属資料 2 の Annex 07 にある通り、日本側は年度毎に現地業務強化費を拠出した。ガボン

側の予算が不足していたため、当初は計画していなかった C/P の旅費や日当、その他の費用

を日本側が負担した。 
 付属資料 2 の Annex 08 にある通り、JICA の支援により 8 名の C/P が本邦研修に参加した。

更に、6 名のガボン人関係者が JST や京都大学の支援を受けて来日した。日本で学習したこ

とが参加者の日常業務で活用されていることを確認した。 
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(2) ガボン側： 
 2009 年 8 月に署名された R/D にある通り、プロジェクト・ディレクター（Project Director：

PD）と PM/NC がガボン側から指名され、その他の研究者も C/P としてアサインされた（付

属資料 2 の Annex 09）。PD と PM/NC は他業務との兼務であったが、必要な時間をプロジェ

クトに割いた。 
 IRET の人事異動により、PD が 1 度交代となった。引継ぎは比較的円滑に行われた。R/D で

は、IRET の「Chief Researcher」が PM を務めることになっているが、IRET にはそうした役

職はなく、JCC の議事録やその他の資料にさまざまな標記が混在し、誰が PM であったのか

不明確なままプロジェクトが実施された。PM 的な役割を担ったと思われる職員は 2011 年 9
月に交代し、2 人目は 2012 年 3 月に死去した。その後 1 年を経て、2013 年 4 月に NC が任命

された。PM 的役割を担う職員が不在の 1 年間は、IRET の他の研究者や日本人業務調整がプ

ロジェクト管理を行った。 
 2009 年と 2011 年に C/P の旅費や事務所の家具購入などをガボン側が補填した。2012 年に

CENAREST の最優秀チーム賞をプロジェクトが受賞し、賞金 100 万セーファーフランを獲得

してプロジェクト運営資金に充てた。 
 プロジェクト執務室は、ガボン側が徐々に整備した。IRET 内の実験室スペースもプロジェク

ト実施期間中段階的にガボン側が確保した。当初は実験室の水道確保が重大な問題であった

が、最終的にガボン側が解決した。林業省と国立公園庁（Agence Nationales Parcs Nationaux：
ANPN）、WWF の協力により、現場レベルのプロジェクト執務室をチバンガに確保した。 

 

２－２ 活動の実績 

 日本人研究者とガボン人研究者の適正な調整と協働により、PDM と PO にあるほとんどの活動

は計画通りに実施されたが、一部完了しない活動があった。したかって、活動の実績は全体とし

て中程度であった。 

 ほとんどの活動は満足できる形で実施されたが、後述のさまざまな理由により、下記の活動は

完了しなかった： 
アウトプット 3 の活動 3.1 「霊長類の人付けを実施する。」 
アウトプット 3 の活動 3.2 「エコツーリズムのための森林内ネイチャートレールを整備する。」 
アウトプット 3 の活動 3.4 「エコツーリズムのためのガイドブックを作成する。」 
アウトプット 4 の活動 4.1 「リサーチステーションを設立し、エコ博物館の機能を開始する。」 
アウトプット 4 の活動 4.2 「ムカラバ国立公園の生態系の理解促進に重点を置いた地域住民に

対する環境教育用のツールを開発する。」 
 

２－３ 成果の実績 

 このセクションでは、PDM にある「指標」に対する「成果」の実績の評価結果がまとめられて

いる。 
 

２－３－１ 成果 1 の実績 
成果 1：PNMD における優先的に保全すべき生物種、生息地、生態系が明らかになる 
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指 標：優先的に保全すべき生物種、生息地、生態系が示されたムカラバ国立公園の生態系マ

ップが作成される。 

 

 マップの作成に必要なデータや資料は既に用意され、終了時評価時点では生態系マップは作

成中であった。成果 1 が達成される可能性は高い。 

主な実績に関する詳細は下記の通りである。 
 カメラトラップやインベントリー調査、統計分析、地理情報システム（Geographic 

Information System：GIS）分析などにより、プロジェクト対象地の陸上哺乳類に関する

リストや分布、生息密度を研究した。 
 500m x 500m の試験区画を 32 カ所設置し、2km のトランゼクト路と 3 つのカメラトラ

ップを設置し、動植物のインベントリー調査を完了した。収集したデータは統計ソフト

「パッケージ R」と高解像衛星写真（ランドサット）のリモートセンシング/GIS 技術を

活用して分析した。気象情報も収集して分析した。動植物に関するその他の基本情報も

収集し、5 本のトランゼクト路を活用した生物季節のモニタリングを実施している。 
 上記の調査をもとに、対象地をニッチ分離ゾーンに分け、中枢種やアンブレラ種、代表

種などの標微種を特定した。  
 DNA 分析を通じて標微種の遺伝的多様性を分析し、多様性の影響要因を特定した。17

の属と種の同定にも成功した。 
 本プロジェクトの研究前は、PNMD のゴリラはオスよりもメスが多く生息していると考

えられていたが、オスの方が多いことが分かった。 
 直接観察やカメラトラップ、糞分析などを通じて、ゾウやアンテロープ、水牛などの動

物と霊長類の相互関係が調査された。 
 上記の各種調査を通じて、PNMD の生物多様性に関する特徴が把握され、ゾウの森林更

新における役割や、霊長類の種子散布における役割など、重要な生態系を明らかにした。

PNMD には湿地性草原が少なく、複数の山脈に沿って森林とサバンナが複雑に発達して

いることがその生物多様性を特徴付けていることが明らかになった。 
 プロジェクトでは、PNMD 近隣のコミュニティと協議しつつ生態系マップを最終化する

計画であったが、協議の場であるリサーチステーションの完成を待っていたため、住民

との協議は開催されていない。一方で、人付けや観察などの現場活動を通して、地域住

民の知見が本生態系マップ作成に生かされており、プロジェクト終了までの期間に住民

とのさらなる協議が期待される。プロジェクトはステーションなしでマップの作成作業

をプロジェクト終了までに完了する計画である。なお、本生態系マップはプロジェクト

において作成したものをベースとして、その後の研究における成果を随時反映させるも

のである。 
 マップ作成には革新的な研究手法と先進技術を活用しており、学術的価値が高いものと

なる。 

 
２－３－２ 成果 2 の実績 
成果 2：科学的データに基づき、人間と大型哺乳類、特に霊長類との安全な接触方法が提案さ
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れる。 
指 標：人間と大型哺乳類、特に霊長類との安全な接触方法が報告書としてまとめられ、ANPN

等の関係機関に提案される。 

 

 人獣の安全な接触方法に関する報告書に必要な確固としたデータや調査結果を準備し、関係

機関の代表者が構成する研究グループに対して発表した。方法論を総括した報告書や接触マニ

ュアルは、国際自然保護連合（IUCN）などの国際的な指針を参照してほぼ完成しており、成

果 2 が達成される可能性は高い。 

主な実績に関する詳細は下記の通りである。 
 プロジェクト対象の 3 村を含む PNMD 近隣 17 村で、人間と大型哺乳類の接触に関する

現状の調査を完了した。 
 革新的な研究手法を人獣共通感染症の分析に活用し、各種試料を採取したうえで DNA

試験を通じた人獣共通感染症の現況を調査した。その結果、病原体を特定し、感染経路

とサイクルを明確にした。また、新種のバクテリアを発見し、その DNA 分析を実施し

た。 
 ストレスホルモン分析の結果、ゴリラのストレスレベルは人付けにより上昇し、その後

徐々に下降することが判明した。 
 プロジェクト終了までには総合的なマニュアルの初稿を完成させる予定である。なお、

本マニュアルはプロジェクトにおいて作成したものをベースとして、その後の研究にお

ける成果を随時反映させるものである。 
 完成すれば、マニュアルは実務者や観光客に活用され、環境教育にも活用できる。 

 
２－３－３ 成果 3 の実績 
成果 3：特に霊長類の観察を目的としたエコツーリズムに必要な科学的手法が開発される。 
指 標：科学的データに基づく霊長類を中心とした野生動物の適切な観察手法についてのマニ

ュアルが作成される。 

 

 確固たる科学的データをもとに、特に野生の霊長類の観察マニュアルを作成中で、「成果 2」
の人獣安全接触法マニュアルと統合する形でプロジェクト期間中に完成する予定である。新し

いゴリラ群（グループ 8）の人付けは、プロジェクト終了後 2 年から 4 年以内に完了すること

が期待されている。成果 3 の達成度は中程度である。 

主な実績に関する詳細は下記の通りである。 
 京都大学は、プロジェクト開始前からゴリラ群（グループジェンティ）の人付けを実施

していた。こうして、マニュアルの開発に活用するニシローランドゴリラの観察に関す

る科学的ノウハウを蓄積し、エコツーリズム用の新たなゴリラ群（グループ 8）の人付

けと位置特定に活用した。2011 年 1 月からグループ 8 の人付けが開始し、5 段階ある人

付けプロセスの 3 段階目まで進んでいる。人付け開始後 40 カ月目以降、群れとの遭遇頻

度に顕著な増加が見られていないが、人付けを実施している作業員の労務管理問題が主
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因と思われる。労務管理を強化するため、プロジェクトは地元 NGO の PROGRAM との

連携を開始した。 
 対象村落における自然歩道の開発を支援した。 
 ルワンダやウガンダ、タンザニア、コンゴ民主共和国などで採用しているエコツーリズ

ム規則を分析し、PNMD のプロジェクトサイトにおけるエコツーリズム規則の整備を支

援した。 
 エコツーリズムのハンドブック集の一部として、野鳥と樹木のガイドブックを作成した。 
 観察マニュアルを最終化するために住民との協議を開催する予定であったが、リサーチ

ステーションの完成を待っていたため、協議は開催されていない。一方で、人付けや観

察などの現場活動を通して、地域住民の知見が本マニュアル作成に生かされており、プ

ロジェクト終了までの期間に住民とのさらなる協議が期待される。霊長類に関する人獣

の安全接触マニュアルと観察マニュアルを統合し、プロジェクト期間中に初稿を作成す

る予定である。なお、本観察マニュアルはプロジェクトにおいて作成したものをベース

として、その後の研究における成果を随時反映させるものである。 

 
２－３－４ 成果 4 の実績 
成果 4：生物多様性保全に関する地域住民の能力が強化される。 
指標 01：地域住民の生物多様性保全の重要性に関する理解度が向上する。 

指標 02：地域住民の中から「ローカルスペシャリスト」が 5 人育成される。 

 

 対象村落におけるプロジェクト活動により、周辺環境の自然の価値に関する住民の意識が高

まった。リサーチステーション兼エコ博物館が不在の中、予定していた環境教育活動が完全に

は実施されなかったが、プロジェクトが住民から選定して養成したローカルスペシャリストを

通じて、住民の環境意識が高まったことが聞き取り調査により確認された。7 名のローカルス

ペシャリストが適正に訓練され、野生生物の追跡技術を習得した。ローカルスペシャリストと

一部の住民の国立公園の生態系に関する知識が顕著に向上した。一方、終了時評価調査時に、

外部からの援助に対する住民の過度な依存が見受けられた。全体として、成果 4 の達成度は中

程度である。 

主な実績に関する詳細は下記の通りである。 
(1) 地域住民の生物多様性保全の重要性に関する理解度向上に関して： 
 インベントリー調査の結果を住民に発表し、環境教育教材として視聴覚記録や資料を収

集した。環境教育の一環として、録画したビデオの一部を住民に対して上映した。また、

地元の 2 つの小学校で自然環境に関する絵画コンクールを開催した。 
 環境教育の教材を更に作成する予定であったが、リサーチステーションの完成を待った

ため、教材開発は想定ほど進まなかった。  
 国立公園周辺の 17 村において、特にゾウによる農作物被害の調査を実施した。また、3

つの対象村で住民の自然資源活用と伝統的知識に関する調査を実施した。CENAREST と

のワークショップと住民への研修で、調査結果を発表した。本邦研修では、日本におけ

る革新的な獣害対策を紹介し、一部の住民は日本の取り組みの考え方を自分の農地に適

用し始めている。 
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(2) ローカルスペシャリストの育成に関して： 
 住民の中から、4 名（当初は 6 名）の研究補助員（シニア追跡人）と 3 名（当初は 4 名）

を追跡人として雇用し、ローカルスペシャリストとして訓練した。ローカルスペシャリ

ストを支援する数名の臨時追跡人も選定・雇用した。 
 

２－３－５ プロジェクト目標の実績（プロジェクト終了時までに達成予定） 
プロジェクト目標：科学的データに基づき住民参加による生物多様性の持続的管理手法が提案

される。 
指標：科学的知見に基づく住民参加による生物多様性の持続的管理手法が報告書としてまとめ

られ、ANPN 等の関連機関に提案される。 

 

 プロジェクトが採用して研究したアプローチや方法論はほぼ出そろっており、住民参加型に

よる生物多様性保全のために管理手法として取りまとめられて提案される予定である。いつど

のようにそれがされるかは、終了時評価時点ではやや不透明であった。また、PNMD におけ

るエコツーリズム振興と生物多様性保全に関する基本理念と長期的ビジョンとして

「PROCOBHA Perspective」がガボン側関係者である IRET、ANPN、PROGRAM と共に取りま

とめられ、地域住民と共有される準備が進んでいる。したがって、プロジェクト目標の全体的

な達成度はほぼ計画通りである。 

主な実績に関する詳細は下記の通りである。 
 付属資料 2 の Annex 10 にある通り、重要な学術誌に多くの研究論文を発表した。また、学

会誌『TROPICS/熱帯研究』の霊長類特別号に重要な研究成果をまとめて発表する予定で、プ

ロジェクトの残りの期間や終了後、さまざまな国際学会などでも発表する予定である。2014
年 4 月にガボンで国際シンポジウムを開催し、プロジェクトの主要な成果を総括して発表し、

成果を将来の社会実装に活用する計画を作成する予定である。2014 年 8 月にベトナムで開催

予定の国際霊長類学会で、プロジェクトの主要な成果を取りまとめて研究者が発表する計画

もある。これらの活動を通じて、現在は断片的なさまざまな方法論が 1 つのまとまった手法

として取りまとめられることが期待される。 
 「PROCOBHA PERSPECTIVE」を準備してレビューする研究グループが ANPN や林業省、観

光省、現地 NGO などの代表者によって編成され、文書を作成した。本邦研修を通じて

「PROCOBHA PERSPECTIVE」は現地 NGO を含む PNMD におけるエコツアーにかかわるガ

ボン側関係者自身により「行動計画」として詳細化され、関係機関に発表された。 
 収集された確固とした科学的データや研究者のフィールド活動をもとに、統合された手法を

提案するための資料はほぼそろっている。統合された手法が提案されれば、それは実用に有

用となることが予想される。 
 

２－４ ターゲットグループと対象地 

プロジェクト対象地（PNMD とその周辺地域）は、ゴリラやマンドリルなどに代表される豊か

な野生生物を擁し、ガボンの重要な国立公園の 1 つである。当地において京都大学の研究者は長

年研究活動を実施しており、当地をプロジェクト対象地として選定した合理性は高い。 
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 PDM によると、プロジェクトのターゲットグループは IRET の職員と地元コミュニティである。

ガボン人の霊長類研究者が不在であったため、プロジェクトは若い研究者の教育を重視し、霊長

類学に関する博士号取得を支援した。IRET 職員以外にも ANPN や地元 NGO 職員の能力向上も支

援した。 
 対象となった 3 つの村のうちのひとつ（コンジ村）は人口減少のために廃村となり、もうひと

つのブング村でのプロジェクト活動は限定的であった。ほとんどのプロジェクト活動はドゥサラ

村で実施された。対象村の住民は社会的、経済的に比較的同質で、研究補助員やゴリラ追跡人、

その他の労働者などは対象村の住民から選ばれた。 
 

２－５ 実施プロセスと枠組み 

２－５－１ 技術移転 
プロジェクトにおける技術移転のプロセスと方法に関して、2012 年 3 月に実施された合同中

間レビューにおいて、研究活動にガボン人研究者をより巻き込み、共同研究を推進することが

提言された。更に、学会などでの発表は、日本人研究者とガボン人研究者が合同で行うことが

提言され、技術移転を実現することを促した。中間レビュー以来、日本人研究者とガボン人研

究者の共著による論文発表が増えた。 
 また、日本で博士課程を履修中のガボン人 C/P は日本人研究者と密に協力することで、フィ

ールド調査手法に関する技術移転が実現し、DNA やホルモン、病原体、寄生虫などに関する分

析法を習得して 6 本の共同研究論文を発表した。 
 

２－５－２ JCC の運営と計画モニタリング・意思決定のその他の管理機能 
JCC を 2010 年 5 月、2011 年 9 月、2012 年 3 月、2013 年 11 月、2014 年 4 月の合計 5 回開催

した。JCC では重要課題を協議し、M/M を作成した。 
 

２－５－３ PDM や PO、その他の管理ツールの活用 
PDM のバージョン 01 は、プロジェクト開始から約 2 年半経過して開催された第 3 回 JCC で

承認された。第 1 回目の JCC をプロジェクト開始後 3 カ月から 6 カ月以内に開催し、バージョ

ン 01 を協議して承認し、年次計画や JCC の構成員などに関して協議すべきであった。プロジ

ェクトに関連する報告書や文書で PDM や PO を参照することは少なく、PDM や PO を十分活

用したとは言い難い。 
 

２－５－４ プロジェクト関係者や C/P の意思疎通 
中間レビューでは、日本人とガボン人の研究者と管理者が定期的に会議を持ち、適切に調整

してより意思疎通を図って、プロジェクト活動計画を共同で作成することが提言された。提言

を受けて、合同年次計画策定作業を開始し、プロジェクト関係者間で定期的に打合せを行って

さまざまな課題に関して協議することとなった。関係者が遠距離にあるときも、メーリングリ

ストなどを活用して情報共有を行った。日本人研究者がガボンを離れる前に、プロジェクト活

動に関する報告を C/P に行う仕組みを構築した。 
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 当初は、IRET の研究者がプロジェクトの管理担当として指名されたが、そうした体制は適正

に機能しなかった。2012 年 9 月にガボン側は NC を指名し、日本人の業務調整員と密に事業管

理を行った。現場レベルでは、日本側の資金でガボン人調整員を雇用した。  
 この体制により、事業管理運営は飛躍的に向上したが、こうした体制をもっと早期に確立す

るべきであった。 
 

２－５－５ その他の利害関係者やドナー、関連事業との調整 
事業開始当初、プロジェクトは学術研究に焦点を当て、事業が進むにつれて ANPN などの実

務担当機関などと意思疎通を図るようになった。こうして、研究成果が実際の公園管理などに

活用される道筋をつけた。 
 2014 年 2 月にリーブルビルで開催された中央アフリカ森林協議会（Commission des Forêts 
d'Afrique Centrale：COMIFAC）でプロジェクトのアプローチや活動に関する発表を行った。科

学的研究を保全に活用する手法は、多くの参加者の関心を引いた。事業対象地では他のドナー

による関連事業は実施されていない。 
 

２－５－６  環境社会配慮 
プロジェクトと住民労働者の間で労働争議が発生し、事業の実施を妨げた。僻地である対象

村落での雇用機会は極めて限られるなか、プロジェクトによる雇用創出に対する期待は大きく、

労働者のストライキが 2 回発生した。法律専門家の指導のもと、その解決までに約 1 年半を要

した。最終的に、ガボンの関連労働法に則って、CENAREST と労働者の間で労働契約が締結さ

れ、雇用条件などを労働者に対して明確に説明した。ANPN の指導のもと、労働者の健康診断

なども実施した。 
 プロジェクトでは何人かの臨時労働者も雇用しており、更なる労働争議の潜在的なリスクが

依然ある。現地 NGO の PROGRAM の労働者の雇用条件とプロジェクトの条件とが異なるため、

将来的な火種となりかねない。現在プロジェクトと PROGRAM、ANPN でこの問題を協議中で

ある。 
 国立公園内や緩衝地帯における道路の改修やリサーチステーションの建設、公園内の研究キ

ャンプの設営・運営、バギーによる移動、その他の活動などに起因する負の環境影響は、ANPN
の指導のもと適正に管理された。初期環境調査（Initial Environmental Examination：IEE）のコン

サルタントを JICA が雇用し、必要書類を作成して環境総局に提出して許可を得ている。環境

モニタリングに関しても、関係当局と意思疎通を図りながら実施している。プロジェクトに従

事する労働者は、ANPN が登録、認定したうえで作業を行っている。 
 

２－５－７ 広報 
プロジェクトのメディア露出は顕著で、日本とガボンの両方で一般向けの記事が新聞やその

他の出版物に掲載された。NHK や BBC が PNDM を特集し、ゴリラから新たなビフィズス菌が

発見されたことは、日本の新聞やテレビ、インターネットニュースなどで報道された。プロジ

ェクトに関する海外でのメディア報道に関して住民に説明する一方、観光客の受け入れ態勢が

整わないうちは、ガボンでのメディア露出を意識的に制限した。 
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２－５－８ その他の課題 
プロジェクトは安全管理リスクの高い場所で実施され、事故や重病が発生した。リスク管理

を更に強化するべきだった。 
 

２－６ 効果発現に貢献した要因 

京都大学は、プロジェクト開始前から長年当地で研究活動を行っており、プロジェクトの実

施に必要な地域に関する基本的理解の蓄積が既にあった。大学とその研究者は、当地の研究機

関や研究者とのネットワークを既に構築しており、それが事業の効率的な実施に貢献した。  
 

２－７ 問題点及び問題を惹起した要因 

5 年間の事業実施期間中に 2 名の PD と 3 名の PM または NC がガボン側からアサインされた。

省レベルの関係意志決定者も交代した。プロジェクトでは、ガボン側関係者の頻繁な交代が事業

成果の発現に負の影響を与えないように努力したが、事業の管理上の難しさがあったことは否め

ない。 
 終了時評価調査時の現場視察で、地域住民の外部支援依存体質が垣間見られた。過剰な依存は

持続的な参加型生物多様性保全手法の推進の障害となる。対象村は、元々木材伐採のために外部

から流入した移民のコミュニティで、住民間の相互扶助の仕組みや団結に乏しい。こうした村で

参加型アプローチを実現するためには多くの時間と努力を要する。 
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第３章 評価結果 

 

 これまでのセクションで分析された事業実績を、評価 5 項目を活用して評価し、その結果が本

セクションで述べられている。プロジェクト終了までにリサーチステーションの建設が完成する

と仮定して、本評価は実施された。 

 

３－１ 妥当性 

本事業の「妥当性」は高い。評価の詳細は以下にまとめられている。 
 

(1) ニーズに対する妥当性： 
 国立公園とその自然資源の適正な管理のためには、動植物の分布や相互関係の現状を理

解することが重要である。プロジェクト以前は PNMD の主要な生態系メカニズムは未知

であったため、それを解明する事業の妥当性は高い。 
 国立公園とその自然資源の適正な管理のためには、フィールド調査や先進情報技術（IT）

を駆使したデータ分析、科学的計画策定や事業実施などに関する技術と経験を有した人

材が必要である。PDM には目標として明確に記述されていないが、プロジェクトは関係

者の能力向上に大きく貢献した。 
 エコツーリズムが推進されるにしたがい、抗生物質抵抗性バクテリアや寄生虫によって

人獣共通感染症の危険性は高まる。また、研究用と観光用のゴリラの人付けを分けて実

施する必要があった。プロジェクトはこうした必要性に対処した。 
 地域住民は、生存と生計のために絶滅危惧種などの自然資源を消費している。へき地で

は代替生計手段が限られているなか、プロジェクトは環境を破壊せずに便益をもたらす

エコツーリズムを推進する基礎を築いた。 
 国立公園全体を保護する保護官の数が不足するなかで、適正な公園管理を実現するため

には近隣住民の協力が不可欠である。保全活動への住民の関与を担保するためには、保

護区とその自然資源を保全するインセンティブを確保することが重要で、エコツーリズ

ムの振興が鍵を握ると考えられている。ANPN は、ゴリラの人付けなどのエコツーリズ

ム開発に対する支援を必要としており、プロジェクトはそれに応えるものであった。 
(2) 両国政府の政策や優先事項、国際的コミットメントなどとの一貫性： 

 本プロジェクトは、日本政府の「対ガボン共和国事業展開計画（2012 年 4 月）」と合致

する。また、2013 年 6 月に横浜で開催された第 5 回アフリカ開発会議（TICAD V）にお

いて、日本政府はアフリカの森林と環境の保全及びアフリカの若い人材育成重視するこ

とを表明しており、事業との一貫性がある。 
 ガボン政府は、「緑のガボン（Green Gabon）」と呼ばれる国家政策を打ち出し、資源消費

型の観光開発から、保全された自然資源を観光資源として活用するエコツーリズムの振

興へと政策転換している。プロジェクトはこうした方向性とも一致している。 
 ANPN が策定した PNMD 管理計画と整合性を取る形で、エコツーリズム開発計画をプロ

ジェクトが策定した。ガボン政府は保全の重要性を打ち出しており、ANPNの職員は2007
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年には約 80 名であったが、2012 年には約 350 名に増員し、2015 年までには約 750 名に

増員する計画である。 
 日本とガボンの両国は、生物多様性条約（CBD）を批准している。プロジェクトは、CBD

の愛知目標（特に 1 と 11、12、19）の達成に貢献する。 
 プロジェクトは、SATOYAMA イニシアティブのような国際的プラットフォーム・ツー

ルを活用し、追加のリソースを獲得することを模索するべきだった。また、国連教育科

学文化機関（UNESCO）の人間と生物圏（MAB）計画〔ユネスコ・生物圏保存地域（エ

コパーク）〕や世界遺産プログラムなども活用していれば、保全を推進するうえで有用な

ツールであった。 
(3) プロジェクトアプローチの妥当性： 

 プロジェクトは近隣住民を巻き込む参加型アプローチを採用し、違法な狩猟や自然資源

の過剰利用などの生物多様性保全課題に対処した。こうしたアプローチは、現地のニー

ズや現況にふさわしいものであった。 
 PDM には明記されていなかったが、事業実施では能力向上を重要視した。また、元々

ANPN は C/P として位置付けられていなかったが、アウトプットやプロジェクト目標の

達成には ANPN の協力が不可欠であったため、特に中間レビュー以降、プロジェクトと

ANPN の協働が進んだ。 
 アフリカには生物多様性が豊かな熱帯林が他にもあり、PNMD と類似した課題を抱えて

いる。それらの地域でも、環境にやさしい科学的なエコツーリズム振興は、保全と開発

を両立する重要なアプローチと考えられている。したがって、こうした科学的なアプロ

ーチは、ガボンのみならず他地域にも応用できる妥当なものであった。 
 

３－２ 有効性 

プロジェクトの「有効性」はやや高い。評価の詳細は以下にまとめられている。 
 ガボン人研究者の支援のもと、日本人研究者の深い造詣と豊富な経験を活用して、生態

系マップの作成、バクテリアや寄生虫の人獣共通感染の発見、ニシローランドゴリラの

人付け等意義のある研究が実施された。 
 PDM の成果の指標にあるマニュアルや指針、フィールドガイドの取りまとめは完了して

いないが、プロジェクトを通じて住民参加型の生物多様性管理に関するさまざまな方法

論を開発したので、将来的には住民や C/P、ANPN などとの協議を通じて包括的な手法

が最終化するであろう。今は断片的な方法論を、プロジェクト目標の指標にある包括的

な手法に取りまとめるために、『TROPICS/熱帯研究』の特集号で事業成果を総括するこ

とが計画されている。国際的な学会やシンポジウムも計画され、総括された手法が発表

される予定である。こうした活動を通じて、プロジェクト目標もほぼ達成される見通し

である。これらの成果を基にガボン側で住民参加型エコツーリズムに係る「活動計画」

を作成しており、今後同計画をガボン側自身が実施することにより、本プロジェクトの

成果がガボン国政府の目指す「緑のガボン」に寄与することが期待される。 
 ローカルスペシャリスト（住民から選ばれた研究補助員やゴリラ追跡人）はプロジェク

トに雇用されてはいたが、彼らの多くはこれらの作業を単なる職務としてだけではなく、
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自分たちが住む村の豊かな自然環境やゴリラへの愛着をもって従事していることが、終

了時評価で確認された。 
 リサーチステーションの建設が現時点では未完成であるものの、現場活動における住民

との対話を通して、住民の意見や経験がフィールドガイド等に生かされており、今後こ

れらをプロジェクト成果として取りまとめる段階で住民との対話を更に深めていくこと

が期待される。 
 

３－３ 効率性 

プロジェクトの「効率性」は中程度。評価の詳細は以下にまとめられている。 
(1) 活動が成果へ帰結した度合い： 

 リサーチステーションの建設について、現地リソースでの建設を想定していたが、現地

コンサルタントや業者の能力の不足等により、当初想定していなかった日本人専門家の

短期派遣などの追加投入が発生したことや、終了時評価時点ではリサーチステーション

が未完成のため、プロジェクトで収集・創出されたデータや資料が、マップやマニュア

ル、フィールドガイドなどのアウトプットとして現時点でも帰結していないことがプロ

ジェクトの効率性を大きく損なう要因となった。 
 京都大学やそのパートナー大学が、プロジェクト以外のリソースを活用して研究者を動

員して研究活動を実施し、想定以上の成果を得た。日本人研究者はプロジェクト開始以

前からガボン側研究者とのネットワークを確立しており、それが事業実施の効率性を高

めた。 
 事業を管理する日本側とガボン側の調整員が不足・不在の期間があり、事業運営が非効

率な時期があった。研究者が事業管理活動に多くの時間と労力を費やさなければならな

いこともあり、研究活動に支障が出た。 
(2) アウトプットとプロジェクト目標の達成度に対する投入とその活用： 

 プロジェクトで開発された実験室や供与された資機材の仕様はおおむね適正で、研究者

によって適正に活用、維持管理されていた。現在日本で博士課程にいるガボン人研究者

が学位取得後に復職すれば、更に有効に活用されるであろう。 
 フィールド調査のために供与された資機材もおおむね適正に活用された。3 台のバギー

のうち 1 台は過剰使用のために廃車状態になっているなど、損傷や故障している資機材

もあるが、全体として日本人研究者が適正に維持管理している。ただし、車両などの維

持管理費がかさみ、予算が不足する傾向にあった。IRET のガボン人研究者が資機材の使

用と維持管理を更に密にモニタリングし、適切な予算措置と対策を取るべきであった。 
 著名で経験豊かな研究者が日本側から動員され、彼らの専門知識が最大限に活用された。

適正なエコツーリズム専門家が動員されていれば有用であった。 
 事業実施において現地 NGO（PROGRAM）や ANPN と連携したことで、結果として他

ドナーからのリソースとの相乗効果がうまれ、事業の効率性向上に寄与した。こうした

連携は、より早い段階で実現すると良かった。 
 

３－４ インパクト 

プロジェクトの「インパクト」はやや高い。評価の詳細は以下にまとめられている。 
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 これまでの研究成果を定期的にセミナーや論文として発表しており、プロジェクトの成果は

海外の研究者の注目を集めた。リサーチステーションが完成すれば、国内外の研究者を受け

入れることが可能で、関連研究活動が更に活性化するであろう。 
 プロジェクト活動やその結果は、事業開始後に ANPN が策定した PNMD 管理計画に反映さ

れている。プロジェクト以前は、PNMD の管理運営におけるゴリラの役割はほぼ皆無であっ

たが、人付けされたゴリラを活用したエコツーリズムの振興は現在の管理計画の中心に位置

づけられている。将来エコツーリズムが適正に振興されれば、対象村における経済的なイン

パクトは大きいと予想される。 
 ANPN は 2017 年までに 750 人の観光客を見込んでいる。こうした目標を達成するために、

ANPN はプロジェクトの成果の活用に強い関心を寄せている。プロジェクトの成果は海外の

研究者の注目を集めている。リサーチステーションが完成すれば、国内外の研究者を受け入

れることが可能で、関連研究活動が更に活性化するであろう。 
 プロジェクト以前は、PNMD の管理運営におけるゴリラの役割はほぼ皆無であったが、人付

けされたゴリラを活用したエコツーリズムの振興は現在の管理計画の中心に位置づけられ

ている。 
 アフリカの他国では、人付けしたゴリラを活用したエコツーリズムが成功しているため、ガ

ボンにおける類似の試みが旅行業者などの関心を集めており、既に問い合わせがきている。

なお、これまでに人付けされエコツアーが実施されているゴリラはヒガシゴリラのみであり、

森林に依存するニシゴリラが人付けされた例は本件が初めてで、エコツアーが実施されれば

大きなインパクトとなる。 
 マップ作成のために収集されたデータや資料は、将来環境教育やエコツーリズム、関係職員

や機関の更なる能力向上に活用できる。ANPN の依頼により、データやマップを PNMD のガ

イドブックに活用する予定で、将来観光客や保全実務者が活用する。 
 プロジェクトは、エコツーリズム振興に関する新たな国家政策策定や、サイトレベルのエコ

ツーリズム規則策定、農作物の獣害対策などに関してガボン側政策決定者にアドバイスする

と良かった。事業成果が正式な規制や指針として活用されるかは不透明である。 
 ガボン側は、科学的研究とデータをもとにしたエコツーリズム振興を他の国立公園にも導入

したいという意思を表明している。 
 プロジェクトの波及効果により、さまざまな自主活動が始まった。例えば、女性が中心とな

って住民グループ（Femmes Sages5）が組織化された。「Femmes Sages」が実施する試行的な

共同農場の開発を支援することで、コミュニティ内の団結や効果的な社会相互扶助メカニズ

ムの強化を試み、農産物の獣害対策手法も試行した。こうした試みには更なる時間が必要で、

事業終了後も継続努力が必要である。 
 プロジェクトの能力向上は C/P 以外の研究者にも門戸を開く形で実施されたので、その波及

効果は大きい。また、プロジェクトを通じて若い日本人研究者も育成され、3 名の研究者が

大学やその他の研究所に就職し、その他の研究者も研究を継続している。 

 

                                                  
5 「賢い女性」の意味 
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３－５ 持続性 

プロジェクトの「持続性」は中程度。評価の詳細は以下にまとめられている。 
 

(1) 研究活動の持続性のための能力向上： 
 事業を通じて日本人研究者とガボン人研究者が共同研究を行い、日本人研究者は講義なども

行った。ガボン人研究者の能力向上に大きく貢献した。 
 ガボン人研究者が本邦研修に参加する機会をプロジェクトが提供し、本邦研修で習得した知

識や技術が、ガボン人研究者の研究活動に適正に活用されていることを終了時評価で確認し

た。他のアフリカ諸国などから研究者を招待することも支援した。 
 日本人やガボン人、その他の国から研究者が参加する学会やシンポジウム、フォーラムなど

の開催を支援し、研究結果の発表を行って能力向上に貢献した。  
 動物生態学や霊長類学のガボン人研究者が不在だったので、京都大学や山口大学、鹿児島大

学で 4 名のガボン人が博士号を取得する支援を行っている（プロジェクト資金以外を活用し

て）。そのうち 1 名は事業期間中に学位を取得する予定である。 
 日本人研究者の指導のもと、更に 3 名のガボン研究者がガボンの Masuku 大学で博士号を取

得する支援を行っている。これらの人材は、学位取得後に大学や IRET、ANPN、国際 NGO
などで研究活動を継続することを希望しており、何らかの形でプロジェクトの研究活動を継

続することが期待される。 
 CENAREST や IRET、ANPN、その他の関連機関でこれまでも頻繁な人事異動があったこと

を考えると、こうした傾向は今後も続くことが予想され、関連した研究活動に必要な人材が

失われ、頓挫する危険性は否定できない。しかし、CENAREST や IRET はプロジェクトで養

成したガボン人で唯一の霊長類学者や動物生態学者の専門性の有効活用に高い関心を持って

おり、人的な継続性は高い。  
 資機材供与などを通じて、C/P 機関の組織力が向上した。また、プロジェクトを通じて IRET

や ANPN、林業省、NGO などとの連携の行動規範が強化された。 
 村レベルのローカルスペシャリストの能力が十分に強化されたことを終了時評価の現場視察

で確認した。現地エコツアーガイドの育成は、2014 年 10 月から 2 年間実施される予定の草

の根技術協力事業「自然・文化資源のインタープリテーションガイドの養成を通じた、国立

公園エコツーリズムへの周辺住民の主体的参加の促し（仮称）」で完了する。 
上記理由により、今後エコツアーやそれを支える研究活動を実施するための人材育成は進んで

おり、プロジェクト終了後も持続される可能性は高い。 
 
(2) 資金的持続性： 
 事業期間中、プロジェクトに対するガボン側の予算措置に関する協議が人事異動などのため

に頓挫した。IRET を所轄する国家高等教育省は、2014 年 1 月に高等教育科学研究省に再編

され、関連研究プログラムへの予算措置に関する決定はまだである。省庁再編の影響は不透

明である。 
 終了時評価では、ガボン政府の事業成果持続に対する予算措置のコミットメントを確認する

ことはできなかった。IRET と ANPN が協働で事業提案書を作成する計画があるが、終了時

評価時点では未完成であった。 
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 ガボン側の予算措置に加え、事業終了後も小規模で京都大学などが研究活動を継続する予定

である。日本側の継続投入により、一部の研究活動は継続し、資機材も維持管理されると予

想される。 
 リサーチステーションと併設する宿泊施設が完成すれば、国際的な研究機関や研究者が施設

を利用することが期待され、利用料などを徴収して歳入を得ることが予想される。利用料な

どに関する規定を現在策定中で、事業終了までには最終化する。 
 事業終了後、現地 NGO が他ドナーからの資金を動員して「グループ 8」の人付けを継続し、

その他の観光資源も開拓する。事業の研究成果を活用し、ANPN が民間観光業者の活動を支

援して管理するであろう。 
 エコツーリズム活動によって歳入が得られない限り、ローカルスペシャリストの給与を支払

い続けることはできない。 
以上から、今後プロジェクトで完成するリサーチステーションの持続性については、研究活動

からの資金が見込まれることから、ある程度ガボン側の予算措置が得られれば持続的な活用が行

われるものと判断する。一方で、エコツーリズムの実現が未確定な中、ローカルスペシャリスト

への給与などが不明確なことは否めない。  
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第４章 結論 

 

PNMD とその周辺の生物多様性を科学的に管理する基礎を築くために国際的に著名な研究者

たちと現地研究者、住民が協働するという類のないプロジェクトとなった。長年に及ぶ研究実績

と先進研究技術を事業実施に適用し、住民参加型アプローチが強調された。収集したデータや研

究成果は、住民参加型の国立公園管理のツールとして活用されることが期待される。また、日本

の大学が独自のリソースを動員して事業成果が増幅した。 
プロジェクトはガボン人研究者が日本人研究者たちと密に研究活動を行う稀な機会を提供し、

C/P が本邦研修に参加し、その他の国際イベントにも参加した。一部の C/P 職員は日本で博士課

程を履修しており、若い研究者がガボンで博士号を取得する支援も行っている。実験室の整備や

資機材の供与などで IRET の組織力も強化した。したがって、プロジェクトを通じて C/P 機関と

職員の能力は著しく向上したといえる。 
主要な問題は、現場レベルのリサーチステーションが完成しなかったことである。建設が事業

期間中に完成するかは依然不透明で、ステーション不在の中、PDM で計画されていた多くの成果

が最終化されなかった。住民参加型による生物多様性管理に関する断片的な方法論が統括された

手法や報告書に取りまとめられるには更に時間を要する。リサーチステーションが不在の中、事

業成果の持続性にも不安が残る。  
評価 5 項目の観点からは、我が国のガボンへの支援方針やガボン政府の「緑のガボン」政策に

もよく合致し、妥当性は高いと判断した。有効性については終了時評価時点でマニュアル等とし

てまとまっていないものの、既にそれらの要素部分は作られており、プロジェクト終了時までに

はまとめられると判断されること、またプロジェクトを通して地域住民の自然環境の大切さに関

する考え方が促進されるなどの事柄も確認でき、やや高いと評価することができる。効率性につ

いては、リサーチステーションの建築に当初想定以上に労力を要していること、またその建設の

遅れにより、遅延している活動があることから、評価は中程度とした。インパクトとしてはガボ

ン政府の進めるエコツアーに対して、人材養成や、科学的根拠の提示といった面で促進に寄与し、

また地域住民グループによる活動が強化されるなどの成果をあげており、やや高いと評価した。

持続性についてはプロジェクト期間中のガボン政府による予算措置がなされない等、今後のガボ

ン政府自身による持続性に不安が残るものの、完成が予定されるリサーチステーションの利用を

内外の研究者に広げ、そこから収入を得、持続的に管理することが想定され、既にいくつかの研

究機関とは利用協議も進んでいること、またガボン人研究者の能力向上は確実に行われており、

自身での研究活動ができるレベルに達していること等の点から中程度と判断した。 
このように課題は残るものの、全体としてプロジェクトの結果はほぼ達成して終了するものと

判断し、リサーチステーションの事業期間内の建設完了と京都大学などの継続支援、JICA による

草の根技術協力による継続支援などを勘案し、プロジェクトは予定通り 2014 年 9 月に終了できる

と判断した。 
団長所感とエコツアー手法評価団員所感、JST による現地調査意見書はそれぞれ付属資料 7、8、

9にある。 
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第５章 提言 

 
(1) プロジェクトに対して 

1) 社会配慮 
事業終了後、プロジェクトが雇用していた住民の生計に対する負のインパクトを軽減する措

置を取る必要がある。住民の向上した能力が将来エコツーリズムに活用できることを事業終了

前に明確に説明すること。 
 
(2) ＜ガボン側に対して＞ 

1) エコツーリズム振興 
事業の成果を活用し、ANPN やその他のガボン側当局は PNMD におけるエコツーリズム振興

を推進すること。そのために、更なるゴリラ群の人付けとその他の観光資源開発を支援するこ

と。道路や橋など、エコツーリズム振興に必要な基礎インフラストラクチャーの改善に関して、

ANPN や IRET、CENAREST は関係当局と協議する必要がある。 
2) 事業成果と投入の維持管理 

プロジェクトを通じて重要なベースラインデータが整備されたので、ガボン側でそれらを定

期的に更新し、生物多様性の変化をモニタリングすることが重要である。ガボン側は、生物多

様性保全のための多種学問分野の研究を推進するために、国際的な協力者を継続的に召喚する

こと。IRET と CENAREST はプロジェクトで供与した資機材や車両、施設をプロジェクト終了

後も維持管理できるよう、利用規約を策定し、必要な予算措置、もしくは外部利用者からの使

用料の徴収などにより体制を整えること。故障した資機材は修理、買い換えること。 
3) 事業を通じて育成された人材の活用 

プロジェクトを通じてガボン人研究者やローカルスペシャリストが養成されたので、IRET
と CENAREST は過度に頻繁な人事異動をせずに、これらの人材を関連研究活動やエコツーリ

ズム開発に活用すること。 
4) 十分な予算措置 

上記の提言を実現するために、ガボン当局は IRET や CENAREST による関連研究活動や

ANPN によるエコツーリズム開発などに対して十分な予算措置を行うこと。 
 
(3) 日本側に対して 

1) 事業管理への支援 
JICA はリサーチステーションの完成に引き続き最大限の支援を行うこと。JICA は事後評価

調査団を通常よりも早く派遣することを検討し、これらの懸案事項についてのその後の評価を

行い、必要に応じて対処を提言すること。 
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第６章 教訓 

 
(1) 科学的アプローチの価値 

適正な生物多様性保全には科学的なアプローチが有効であることが明らかとなった。また、

科学的データやマップ、マニュアル、その他の資料は、持続的なエコツーリズム商品や観光地、

計画、戦略を整備するうえで有用である。類似の環境保全・エコツーリズム振興事業において

研究コンポーネントを含めて重要な位置付けを与えるべきである。 
(2) 研究者と実務者の混合チームの重要性 

研究成果を実装すると人々の生計に影響を与えるため、経験豊かな開発・保全専門家や実務

者の支援が必要である。そうすることで、住民の便益を十分に担保し、社会的な負の影響を回

避することができる。したがって、研究者と実務者の両方で構成されるチームを編成して事業

を実施する必要がある。また、自然科学や社会科学など、異なった専門性を持った研究者を巻

き込むべきである。フィールド研究には多くの管理業務が伴うため、適切な調整員や管理スタ

ッフを動員する必要がある。 
(3) 適正な労務管理の重要性 

労働争議などを回避するために、事業で雇用する労働者と適正な労働契約を締結し、各労働

者が労働条件を十分に理解するまで繰り返し説明することが重要である。 
(4) 研究活動の財務的持続性 

通常、研究活動は長期的な便益をもたらす可能性はあるが、短期的な経済便益をもたらすこ

とは稀で、予算措置や人材など、関係当局からわずかな支援だけを受けることが多い。研究に

必要なリソースを創出する仕組みを整備するコンポーネントや戦略を事業に含めておくこと。 
(5) SATREPS で構造物建設を行う上の教訓 

 事業の計画時点から、設計プロセスや調達方法を明確にし、建設に関連する各関係者の

責任を明確にしておく必要がある。また、C/P の十分な巻き込みが重要である。 
 事業の計画段階から、十分な能力を有する建設専門家の動員を組み込んでおくことが重

要である。また、国際あるいは現地の有能な建設専門家によって、建設を適正に計画し、

監督する体制を整える必要がある。 
 コンサルタントや建設請負業者などの業者選定時は、応札者の過去の業務実績を慎重に

精査することが重要である。 
 建築資機材や労働者の確保、輸送の困難さなど、現地の状況を十分に把握したうえで、

設計やコストの積算、工期などの実行可能性と適性を十分に精査することが不可欠であ

る。土地の確保方法や環境影響評価の要件、現地の労働法などを、事業計画時から十分

に調査しておくことが重要である。 
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